
　

発電設備の点検結果に係る再発防止対策新行動計画について

当社は、平成１８年１１月３０日の原子力安全・保安院からの指示（発電設備に係る点

検について）に基づき、社長のトップマネジメントのもと、常務取締役を委員長とする「発

電設備に係る調査・対策委員会」を設置し、全社を挙げて、発電設備に係る点検を行い、

点検結果を取りまとめた報告書を平成１９年３月３０日に、また、点検結果として報告し

た不正操作、隠ぺい及び改ざんなどの不適切な事案に関する再発防止対策を取りまと

めた報告書を４月６日に、経済産業省原子力安全・保安院長宛に提出するとともに、茨

城県、東海村、福井県、敦賀市及び美浜町に提出いたしました。

原子力安全・保安院による報告書の評価後、当社は、経済産業大臣より、４月２０日

に、「保安規定の変更命令に係る弁明の機会の付与について」及び「発電設備に係る

総点検の結果を踏まえた今後の対応について（厳重注意及び指示）」、５月７日に、「保

安規定の変更命令について」の指示を受けました。

（平成 19 年 3 月 30 日,4 月 6 日,4 月 20 日,5 月 7 日発表済）

これらに基づき、当社は、４月６日に提出した再発防止対策の１９項目の行動計画を

改めた、２５項目の新行動計画を策定し、本日、その報告書を経済産業大臣宛に提出し

ましたのでお知らせします。

あわせて、茨城県、東海村、福井県、敦賀市及び美浜町に同様の報告書を提出しま

した。

今後、同様の事象を再発させないために、トップマネジメントのもと、新行動計画を着

実に実施し、全社員が一丸となり、安全第一を最優先にして社会的な信頼の回復に努

めてまいります。

以　上
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発電設備の点検結果に係る再発防止対策 新行動計画（概要）

１．はじめに

当社は平成 18 年 11 月 30 日付けの経済産業省原子力安全・保安院長からの指示文書「発電設備に係る点検につ

いて」に従い，東海第二発電所，敦賀発電所１号機及び２号機の発電設備について，手続き不備やデータ改ざん

等の有無について点検を実施し，その結果を平成 19 年 3 月 30 日に原子力安全・保安院長へ報告し，又，再発防

止対策を４月６日に原子力安全・保安院長へ提出した。

原子力安全・保安院による報告書の評価後，当社は，経済産業大臣から平成 19 年 4 月 20 日付け指示文書「発

電設備に係る総点検の結果を踏まえた今後の対応について（厳重注意及び指示）」及び平成 19 年 5 月 7 日付け指

示文書「保安規定の変更命令について」を受領した。

これらに基づき，当社は 4 月 6 日に提出した再発防止対策の 19 項目の行動計画に保安規定変更命令，厳重注意

文書及び指示事項並びに電力共通で取り組む項目への対応を含めるとともに，行動計画の検証方法を明確にする

等，より具体的な 25 項目の新行動計画を策定した。

当社はトップマネジメントのもと，安全を最優先に信頼回復活動の起点としてこの新行動計画を着実に実践し，

一層の社会的信頼の確保に努めていく。

２．行政処分及び指示事項対応等一覧

経済産業省からの保安規定変更命令，厳重注意文書及び指示事項並びに電力共通で取り組む項目についての対応

状況は以下の通りである。

改善項目
行動計画への

反映方法
新行動計画

直近の定期検査における特別な検査の実施及び特別原子力施設監督官に

よる特別な監督対応
行動計画追加 �21

1. 経営責任者による安全確保への関与強化 （1）1)と同じ �20

2. 関係法令遵守のため保安教育の徹底 行動計画充実 �7
3. アラームタイパーの原子力保安検査官による監視 （1）9)と同じ �20

4. 原子力保安検査官の施設へのフリーアクセスの徹底 行動計画追加 �22

5. 原子炉主任技術者の独立性が担保された体制の整備 （1）2)と同じ �20

6. 原子力発電施設の保安検査の結果の公開 �23

7. ニューシアへの登録の推進
行動計画追加

�24�25

4/20

大臣指示
８項目等

8. 運転上の制約の逸脱が発生した場合の国への通報 （1）4)と同じ �20

(1) 保安規定の変更命令

【当社分】

1) 経営責任者の関与（東二，敦賀） �20

2) 原子炉主任技術者の位置付け（東二，敦賀） �20

3) 計器校正の確認（東二） �20

4) 運転上の制限からの逸脱/技術基準不適合発生時報告（敦賀） �20

5) 保修工事に係る記録（敦賀） 保安規定変更で対応 �20

6) 巡視点検の充実（敦賀） �20

【他社分】 　

7) 想定外の制御棒引き抜け事象の扱い �20

8) 作業手順の適正作成とこれを遵守した保安活動 �20

　 9) アラームタイパーの原子力保安検査官による監視等 �20

(4) 電力会社の再発防止対策に係る行動計画の策定 － －

(6) 直近の定期検査における特別な検査の実施 �21

(7) 特別原子力施設監督官による特別な監督対応
行動計画追加

�21

(8) アラームタイパーの原子力保安検査官による監視等 （1）9)と同じ �20

(9) 原子力保安検査官の施設へのフリーアクセスの徹底 行動計画追加 �22

(10) 法令遵守体制等の保安規定への明確化 （1）1)と同じ �20(一部)
(11) 保安の措置のために講ずるべき措置の追加 （1）8)と同じ �20(一部)
(12) 原子炉主任技術者の独立性が担保された体制の整備 （1）2)と同じ �20

(13) 制御棒引き抜け等の報告義務化 （1）7)と同じ �20

(14) 原子力発電施設の保安検査の結果の公開 �23

(17) ニューシアへの登録の推進
行動計画追加

�24�25

(18) 検査制度見直しの一部先行実施および充実 (今後対応)
(19) 運転データ情報の監視 (今後対応)

4/20

保安院
評価書

5/7

行政処分

(20) 情報へのフリーアクセスの確保

保安院取組後に対応

(今後対応)

(1) 原子力技術協会のｅ-ラーニングの活用等 �8
(2) 不適合事象が確実に報告されるような言い出す仕組みの構築

行動計画充実
�3

(3) ニューシア対象範囲拡大及び活用推進 �24

(4) ＢＷＲ事業者協議会/ＰＷＲ事業者連絡会による情報共有の推進 �25

電力共通
取組項目

(5) 原子力施設へのフリーアクセスの導入協力

行動計画追加

�22

３．発電設備の点検結果に係る再発防止対策 新行動計画の概要

改善項目 主な実施内容 変更概要

�1 安全第一の再徹底 社長告示によって，基本理念である「安全第一」を再徹底した。今後も業務方針に

｢安全第一｣充実を織り込み，社長との意見交換会等を通して徹底して行く。

充実

(4/6)
�2 経営層と社員との対話活動の継続，

推進

経営層と社員との懇談会を今後も継続し，経営自らが先頭に立って安全第一の強い

決意を浸透させ，「隠す，隠さない」の余地のない透明性確保を徹底する。

充実

(4/6)
�3 発電所幹部と発電所各室・ｸﾞﾙｰﾌﾟとの

対話活動等の推進及び発電所におけ

る言い出す仕組みの徹底

発電所幹部と所員との対話の機会を増やし，発電所各室・ｸﾞﾙｰﾌﾟ単位の懇談会を計画

的に実施する。また，発電所各種ｸﾞﾙｰﾌﾟﾐｰﾃｨﾝｸﾞの場において，問題点等を積極的に受

け止めて改善することで，不正・不備を自発的に言い出す仕組みを徹底する。

充実

�4 顧問会議による発電所運営のﾚﾋﾞｭｰ 有識者による顧問会を設置して意見を頂き，再発防止対策，発電所等の業務運営に

反映していく。
継続

�5 人的資源・業務の適正配分に関する

評価・検証

今後の保全ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ充実に当たり，発電所技術系部門の現状分析等を勘案して，人

的資源，業務の配分を適正化していく。
継続

職

場

風

土

・

安

全
文

化

の

改

善�6 労働安全衛生ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑの導入促進，

活用

一般労働安全についても科学的・合理的に管理する手法を通して，安全文化醸成に

も役立てて行く。
継続

�7 技術者倫理教育の速やかな実施等 全社員に対する技術者倫理教育の実施（H18.12 月末完了）に加え，企業倫理・法

令遵守，保安管理に関する教育を充実し，企業倫理・法令遵守の徹底を図る。
充実

�8 安全意識調査の継続的な実施と評

価・改善等

外部機関によるｱﾝｹｰﾄ調査を継続し，安全意識について評価・分析を行い，安全意

識の向上に努めていく。また，ｅ-ﾗｰﾆﾝｸﾞについても活用していく。
充実

�9 発電所内の各室・ｸﾞﾙｰﾌﾟの相互業務

ﾚﾋﾞｭｰ

発電所における業務ﾌﾟﾛｾｽﾚﾋﾞｭｰにおいて相互業務ﾚﾋﾞｭｰを行い，それぞれの改善活

動に反映していく。
継続

�10 通報連絡三原則の徹底（事例勉強会

等）

社外への適切な通報連絡がﾀｲﾑﾘｰに行われているなどの効果が現れてきており，こ

れらの取り組みを継続することでさらなる浸透を図る。
継続

企

業

倫

理

・
安

全

意

識

の
改

善�11 報告・連絡・相談の徹底（社内外） 相談する雰囲気作りを重視し，対話活動や勉強会を推進する。また，協力会社とのｺ

ﾐｭﾆｹｰｼｮﾝを充実し，企業倫理等の定着を指導・要請していく。
継続

�12 ＱＭＳ教育の充実・推進(不適合管理，

記録管理，保守管理，内部監査)
今回の事例に基づく教育を行うとともに，既存の品質保証教育を充実し，新たな教

育ｺｰｽを開設する。
継続

�13 不適合管理の徹底，不適合管理票の

ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ化

不適合管理の適切性について指導・助言を行うため，発電所幹部を中心とした検討

会を開催するとともに，不適合管理の情報共有化のためにﾃﾞ-ﾀﾍﾞｰｽ化を進める。ま

た過去の不適切事象を取扱うﾙｰﾙ化，運転日誌記載適正化の規定化も実施する。

充実

(4/6)

�14 設計ﾃﾞｰﾀ，保全ﾃﾞｰﾀの電算化推進 設計ﾃﾞｰﾀと保全ﾃﾞｰﾀを含む図書の電子情報化を行い，検索ｼｽﾃﾑ上で呼び出せるよう

なﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽを構築する。なお，計器仕様表ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽを優先して検討する。
継続

�15 設計管理能力，保守管理能力の向上 現場技術系社員に対して本事象の事例教育を行うとともに，安全解析等に関する基

本設計教育を行う。
継続

�16 調達管理における技術評価，設計検証

の徹底

設備・機器の調達に当たって，要求機能の明確化を図ると共に，審査段階，試運転

段階の設計検証を確実に行っていく。
継続

�17 定期事業者検査要領書の見直し 設置許可の安全解析入力条件と定期事業者検査要領書の検査項目の比較を行い，必

要に応じ定期事業者検査項目への取り込み要否を検討する。
継続

�18 計器取替時の新仕様妥当性確認手順

のﾙｰﾙ化

計器取替時の設計仕様と新しい計器の仕様比較を確実に行うﾙｰﾙを定める。
継続

品
質
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム(

Ｑ
Ｍ
Ｓ)

の
改
善�19 内部監査の検証と改善 再発防止対策の実施状況について，内部監査を行うとともに「内部監査活動に対す

る監査」による監査方法の改善を行っていく。
継続

�20 保安規定の変更及び変更に伴う社内

規程等の整備

経営責任者による安全確保に対する関与の強化，原子炉主任技術者の独立性確保の

ために保安規定を変更し，これに伴う社内規程等の整備を行う。
新規

�21 定期検査時の特別な検査対応及び

特別原子力施設監督官対応

定期検査時の特別な検査及び特別原子力施設監督官に対して適切に対応していく。
新規

�22 原子力施設へのﾌﾘｰｱｸｾｽの導入協力 電力共通で実施している原子炉施設へのﾌﾘｰｱｸｾｽ（ｴｽｺｰﾄﾌﾘｰ）先行試行ﾌﾟﾗﾝﾄの結果

を踏まえ，速やかに準備を行い，準備が整い次第開始する。
新規

�23 原子力発電施設の保安検査結果の

公開対応

保安検査結果の公表にあわせた，発電所トラブル状況，安全確保，安全向上に対す

る取り組み状況等の公表を発電所毎の状況を踏まえ，適切に実施していく。
新規

�24 ﾆｭｰｼｱ対象範囲拡大及び活用推進 ﾆｭｰｼｱへの積極的な事象の登録を電力共通で進めていくとともに，日本原子力技術

協会との連携を強化し，情報共有を確実に進めていく。
新規

行
政
処
分
及
び
指
示
に
係
る
新
規
項
目�25 BWR 事業者協議会／PWR 事業者連

絡会による情報共有の推進

BWR 事業者協議会／PWR 事業者連絡会等を活用し，ﾒｰｶｰ等との積極的にﾆｭｰｼｱ情

報や不適合情報の共有化を進めていく。
新規

　

４．新行動計画とそのフォロー

新行動計画のフォローについては，各項目毎にアンケート分析や実績確認及び業務プロセスレビュー等により成

果，進捗状況を検証し，半期毎に「発電設備に係る再発防止対策推進委員会」において再発防止対策の新行動計

画全体の検証を行う。さらに，その結果について社外有識者で構成する顧問会議において，現場における確認等

を含めて幅広い助言を頂き，再発防止対策の改善につなげていく。これらの検証活動は，再発防止対策が確実に

機能，定着するまで当面の間行っていく。これまでの活動に加えて新たに取り組む事項については，速やかに検

討等を開始し，具体化を進め，主要事項の上半期実績の検証については 10 月～11 月に実施していく。保安規定変

更命令については，７月申請，８月認可・施行を予定しており，保安院の取り組みに対応する項目等については，

省令改正等に併せて実施していく。

平成 19 年 5 月 21 日

日本原子力発電株式会社

添 付 資 料
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１． はじめに

当社は平成 18 年 11 月 30 日付けの経済産業省原子力安全・保安院長からの指示文書「発

電設備に係る点検について」に従い，東海第二発電所，敦賀発電所１号機及び２号機の発電

設備について，手続き不備やデータ改ざん等の有無について点検を実施し，その結果を平成

19 年 3 月 30 日に原子力安全・保安院長へ報告し，又，再発防止対策を 4 月 6 日に原子力安

全・保安院長へ提出した。

原子力安全・保安院による報告書の評価後，当社は，経済産業大臣から平成 19 年 4 月 20

日付け指示文書「発電設備に係る総点検の結果を踏まえた今後の対応について（厳重注意及

び指示）」及び平成 19 年 5 月 7 日付け指示文書「保安規定の変更命令について」を受領した。

これらに基づき，当社は 4 月 6 日に提出した再発防止対策の 19 項目の行動計画に保安規

定変更命令，厳重注意文書及び指示事項並びに電力共通で取り組む項目への対応を含めると

ともに，行動計画の検証方法を明確にする等，より具体的な 25 項目の新行動計画を策定し

た。

当社はトップマネジメントのもと，安全を最優先に信頼回復活動の起点としてこの新行動

計画を着実に実践し，一層の社会的信頼の確保に努めていく。
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２．再発防止対策の検討及び充実

２．１ 19 項目の行動計画の充実

今回確認された不適切な 15 事案について，全体の分析及び「敦賀発電所２号機 格納容

器漏えい率検査における均圧弁に係る不正操作」等 3 事案の個別分析を行い，以下の 8 項

目の根本原因を抽出した。

１）運転継続・定検工程優先が会社の利益になるという意識

２）幹部管理職者の安全第一の認識不足

３）説明責任の意識が希薄，説明責任の回避

４）自らの知見のみによる安全性の判断

５）組織的問題解決意識の不足

６）幹部管理職，職場リーダーの倫理意識の不足

７）相談する風土の欠如

８）品質マネジメントシステム（以下，「QMS」という）マニュアル等の不備（不適合

管理，運転日誌作成マニュアル）

これらの根本原因について，東二 FCS 問題の再発防止対策として策定された 19 項目の

行動計画と対比し，不足していると考えられる下記 5 項目を従来の 19 項目の中に盛り込

んだ。（4 月 6 日報告済）

（１）安全第一の再徹底のための社長告示，経営層から管理職への訓示・意見交換

[行動計画①]

運転継続・工程優先が会社の利益になるという意識が問題点として挙げられたことか

ら｢安全を第一｣とする意識を周知・徹底するために，以下の対策を実施する。

① 今回の調査を踏まえた「安全第一」の社長告示（実施済）

② 経営層による発電所幹部を対象とする｢安全第一｣を徹底するための訓示・意見交換

（実施中）

（２）経営層と社員との対話活動を通じた情報公開・透明性確保の徹底　　　[行動計画②]

「説明責任の意識が希薄，説明責任の回避」が明らかになったことから，経営層と社

員との意見交換会により通報連絡三原則を確実にし，「隠す」「隠さない」の余地のない，

情報公開・透明性確保のルールを徹底する。（実施中）

（３）発電所幹部と発電所各室・グループとの対話活動等の推進等　　　　　[行動計画③]

自らの知見のみによる安全性の判断及び組織的問題解決意識の不足が問題点としてあ

げられた。各種グループミーティングの場において，各職場が抱える悩み，問題点等に

ついて積極的に受け止めて改善することで相談を習慣化させる方策の定着を図り，不

正・不備を隠すことなく自発的に言い出す仕組みを構築する。（実施中）

（４）幹部管理職へのコンプライアンス教育の実施　　　　　　　　　　　　[行動計画⑦]

今回の分析から，職場のリーダーの倫理意識が不足していたことが分かったため，経

営層も含めた幹部管理職に対し，以下に示すコンプライアンス等の教育を行い，法令・

ルール遵守の意識を徹底していく。また，今後自他社の不適切な事例について倫理教育
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に取り組む等して再発防止を図る。

① 経営層，室部所長，発電所幹部等を対象とした法令・ルール遵守に係る自他社の事例

を活用した研修の実施　（実施中）

② 本店グループマネージャー以上，現場サブマネージャー以上を対象とした事例に基づ

くリーダーシップ研修の実施　（実施中）

（５）不適合管理等のより確実な実施　　　　　　　　　　　　　　　　　　[行動計画⑬]

① 今回の事案の中で，対外報告を怠ったことが指摘されなかったことに関する対策とし

て，東二 FCS 問題の再発防止対策の一つとして設置された不適合処理状況検討会＊の

場において，対外報告に関する確認を行うこととする。（実施中）

② 運転日誌作成マニュアルを見直し，微少な一次冷却材の漏えいや，不適合事象が確認

された場合は，その事象を運転日誌に記載する等，運転日誌記載の適正化を図る。

（規程改正中）

③ 今回のような QMS 導入前の不適切な取り扱いに対する是正処置・予防処置をルール

化することにより QMS の更なる改善を進める。（ルール化中）

　＊不適合処理状況検討会：主査；所長又は所長代理，委員；主任技術者他

２．２ 保安規定変更命令及び対策指示事項等における追加項目

経済産業省からの 5 月 7 日付けの保安規定変更命令に基づく保安規定の変更，4 月 20

日付け厳重注意文書及び指示に基づく定期検査時の特別な検査対応，特別原子力施設監督

官対応及び再発防止に向けた 8 項目の指示事項，並びに 4 月 6 日付け報告書において電

力共通で取り組むこととしている項目についての対応は以下の通りである。

（１） 保安規定変更

１）当社への変更命令に対する対応

保安規定変更命令は東海第二発電所について 3 項目，敦賀発電所について 5 項目で

あり，これらについての対応は以下の通りである。

① 経営責任者の関与（東海第二発電所，敦賀発電所共通）

経営責任者による安全確保に対する関与を強めるように，また，経営責任者に報告

すべき事項を具体的に記載するように，保安規定を変更する。

② 原子炉主任技術者の位置付け（東海第二発電所，敦賀発電所共通）

原子炉主任技術者の独立性を高めるとともに，経営責任者に直接報告できるように，

また，原子炉主任技術者の業務が著しく過大となり，保安の監督がおろそかとなら

ないように，保安規定を変更する。

③ 計器校正の確認（東海第二発電所）

定例試験前に，当該試験に必要となるパラメーターに係る計器が正しい校正に基づ

いて設定されていることを原子炉主任技術者が確認するように，保安規定を変更す

る。
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④ 運転上の制限からの逸脱時又は技術基準への不適合発生時における経営責任者への

報告（敦賀発電所）

運転上の制限からの逸脱時又は安全上重要な機器等に係る技術基準への不適合が生

じたときには，原子炉主任技術者が自らの責任において経営責任者に対し正確な情

報に基づく報告を行うように，保安規定を変更する。

⑤ 保修工事に係る記録（敦賀発電所）

作成して保存すべき記録の対象に，安全上重要な機器等の保修工事に係る記録を追

加するとともに，その記録すべき内容に法令に基づいて講じた手続きの有無とその

内容が含まれるように，保安規定を変更する。

⑥ 巡視点検の充実（敦賀発電所）

巡視点検の対象に原子炉格納容器内を含めた高線量区域を追加するとともに，作成

して保存すべき記録の対象に当該点検結果を追加するように，高線量区域の巡視又

は巡視に替えて行う遠隔監視の適切な頻度を定めるように，保安規定を変更する。

　　２）他社への変更命令に対する対応

　　　　他社への保安規定変更命令に対する項目で電力共通で対応する項目は以下の通りで

ある。

⑦ 想定外に制御棒が引き抜けた場合が異常発生時に該当するように，異常発生時には，

原子炉主任技術者が自らの責任において経営責任者に対し正確な情報に基づく報告

を行うように，保安規定を変更する。

⑧ 原子炉施設の運転管理に係る作業手順書等が適切なものであることを発電長や関係

室長が確認し，これらに基づいて作業を実施すること，関係室長及び保守点検に係

る関係協力企業事業員が，それぞれの役割分担の下において，安全確保のための業

務が確実に遂行できるように，保安規定を変更する。

⑨ 作成して保存すべき記録の対象に，警報等印字記録（アラームタイパー）を追加す

るように，保安規定を変更する。

　（２）定期検査時の特別な検査対応及び特別原子力施設監督官対応

　定期検査時の特別な検査及び特別原子力施設監督官に対して適切に対応していく。

（３）再発防止に向けた 8 項目の指示事項

　　　再発防止に向けた 8 項目の指示事項に対する対応は以下の通りである。

① 経営責任者の関与（前述（１）１）①に包含）

保安規定の変更により対応する。

② 保安教育の徹底

当社の従来の行動計画における項目⑦「技術者倫理教育の速やかな実施」を「技術

者倫理教育の速やかな実施等」と改名し，保安教育の徹底について関係法令の教材

を充実し反復教育を行う等により取り組んでいく。
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③ アラームタイパーの記録保存（前述（１）２）⑨に包含）

保安規定の変更により対応する。

④ 保安検査官の原子力施設へのフリーアクセスへの協力

電力共通で実施している原子炉施設へのフリーアクセス（エスコートフリー）先行

試行プラントの結果を踏まえ，速やかに準備を行い，準備が整い次第開始する。

⑤ 原子炉主任技術者の独立性（前述（１）１）②に包含）

　保安規定の変更により対応するとともに，人事面，組織面からの対応として，本店

組織の傘下に取り込むことも含めて検討を進める。

⑥ 保安検査結果等の公表

保安検査結果の公表にあわせた，発電所トラブル状況，安全確保，安全向上に対す

る取り組み状況等の公表については，発電所毎の状況を踏まえ，適切に対応してい

く。

⑦ ニューシアへの積極的な事象の登録及びメーカー等との情報共有の推進

ニューシアへの積極的な事象の登録を電力共通で進めていくとともに，BWR 事業

者協議会／PWR 事業者連絡会等を活用したメーカー等との積極的な情報共有を進

めていく。

⑧ 運転上の制限の逸脱が発生した場合の国への通報の実施（前述（１）１）①に包含）

　保安規定の変更の中で経営責任者への報告を規定するとともに，従来から実施して

いる通報連絡三原則の徹底により，確実な対外通報連絡を実施していく。

　

（４）電力共通で取り組む項目

4月6日付け報告書において電力共通で取り組むこととしている以下の項目について

は，それぞれ経済産業省からの指示を受けて実施する項目及び従来から実施している

項目の拡充により対応していく。

① 日本原子力技術協会等による原子力安全文化に係る組織風土評価の活用及び日本原

子力技術協会等が有するｅ-ラーニングを活用した安全文化醸成に係る教育の充実

（従来の行動計画⑧に取り込み）

② 不適合事象が確実に報告されるような言い出す仕組みの徹底（従来の行動計画③に

取り込み）

③ ニューシア保全品質情報の対象範囲拡大，基準明確化及びニューシアの運用に係る

日本原子力技術協会との連携（前述（３）⑦に包含）

④ BWR 事業者協議会／PWR 事業者連絡会等における電力各社及びメーカーとの情報

共有化，関係者一体となった予防対策の検討及びニューシア情報，不適合情報など

の協力企業との情報共有（前述（３）⑦に包含）

⑤ 保安検査官の発電所内立入りのエスコートフリー等の実施に向けての環境整備につ

いて関係箇所との検討実施（前述（３）④に包含）
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２．３　新行動計画への追加項目

　　　保安規定変更命令に基づく保安規定の変更，定期検査時の特別な検査対応，特別原子力

施設監督官対応，再発防止に向けた 8 項目の指示事項及び 4 月 6 日付け報告書において電

力共通で取り組むこととしている項目等についての対応を整理し，新たな行動計画として

従来の 19 項目へ追加する項目は以下の 6 項目である。

　⑳ 保安規定の変更と変更に伴う社内規程の整備

　　ａ）経営責任者の関与

経営責任者による安全確保に対する関与を強めるように，保安規定を変更する。

ｂ）原子炉主任技術者の位置付け

原子炉主任技術者の独立性を高めるとともに，経営責任者に直接報告できるように，

保安規定を変更する。

ｃ）計器校正の確認

定例試験前に，当該試験に必要となるパラメーターに係る計器が正しい校正に基づい

て設定されていることを原子炉主任技術者が確認するように，保安規定を変更する。

ｄ）運転上の制限からの逸脱時又は技術基準への不適合発生時における経営責任者への

報告

運転上の制限からの逸脱時又は安全上重要な機器等に係る技術基準への不適合が生

じたとき，原子炉主任技術者が自らの責任において経営責任者に対し報告するように，

保安規定を変更する。

ｅ）保修工事に係る記録

安全上重要な機器等の保修工事に係る記録を保存するように，保安規定を変更する。

ｆ）巡視点検の充実

巡視点検の対象に原子炉格納容器内を含めた高線量区域を追加し，当該点検結果の記

録を保存するように，保安規定を変更する。

ｇ）想定外の制御棒の引き抜けの扱い

想定外に制御棒が引き抜けた場合，原子炉主任技術者が自らの責任において経営責任

者に報告するように，保安規定を変更する。

ｈ）作業手順書等の遵守と関係者への徹底

原子炉施設の運転管理に係る作業手順書等が適切なものであることを発電長や関係室

長が確認し，これらに基づいて作業を実施するように，保安規定を変更する。

ｉ）警報等印字記録（アラームタイパー）の保存

作成して保存すべき記録の対象に，警報等印字記録（アラームタイパー）を追加する

ように，保安規定を変更する。

　　 また，これらの保安規定変更に伴う社内規程等の整備を行う。

　　 なお，ｇ），ｈ），ｉ）に対する対応は，省令改正後に行う予定である。

　○21  定期検査時の特別な検査対応及び特別原子力施設監督官対応

　定期検査時の特別な検査及び特別原子力施設監督官に対して適切に対応していく。
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　○22  原子力施設へのフリーアクセスの導入協力

電力共通で実施している原子炉施設へのフリーアクセス（エスコートフリー）先行試行

プラントの結果を踏まえ，速やかに準備を行い，準備が整い次第開始する。

　○23  原子力発電施設の保安検査結果の公開対応

保安検査結果の公表にあわせた発電所トラブル状況，安全確保，安全向上に対する取り

組み状況等の公表については，発電所毎の状況を踏まえ，適切に対応していく。

　○24  ニューシア対象範囲拡大及び活用推進

軽微な事象を含めたニューシアへの積極的な事象の登録を進めていくとともに，日本原

子力技術協会との連携を強化し，情報共有・情報活用を確実に進め，一層の安全の向上

に努めていく。

　○25  BWR 事業者協議会／PWR 事業者連絡会による情報共有の推進

　BWR 事業者協議会／PWR 事業者連絡会等を活用し，メーカー等との積極的にニューシ

ア情報や不適合情報の共有化を進めていく。

なお，新行動計画には記載していないが，法令遵守体制等の保安規定への明確化，保安の

ために構ずべき措置の追加，検査制度見直しの一部先行実施及び充実，運転データ情報の監

視並びに情報へのフリーアクセスの確保については，今後の省令改正に対する国，電力共通

の検討等も踏まえて対応していくこととする。

３．新行動計画

今回策定した新行動計画は，平成18年度下期より取り組んでいる東二FCS問題に係る19

項目の行動計画に対して6項目の追加及び一部の項目についての拡充を図った全25項目か

らなり，その実施については時間軸を入れた新行動計画のアクションプランに基づいて，着

実に継続的に行っていく。また，国，電力共通で調整を行うものについては，それらを踏ま

えて適宜計画を具体化して実施していく。

これまでの活動に加えて新たに取り組む事項については，速やかに検討等を開始し，具体

化を進め，主要事項の上半期実績の検証については10月～11月に実施していく。保安規定

変更命令については，7月中申請，8月認可・施行を予定しており，保安院の取り組みに対

応する項目等については，省令改正等に併せて実施していく。

４．新行動計画のフォロー

新行動計画のフォローについては，アクションプランの項目毎にアンケート分析や実績の

確認，意見反映状況の確認等により，定期的に成果を検証していく。また，QMS の改善に

係る活動については業務プロセスレビュー，マネジメントレビューにより，その進捗状況等

を確認していく。これらの検証，確認結果を半期毎に「発電設備に係る調査・対策委員会」

（事務局：発電管理室，総務室）において確認し，再発防止対策の新行動計画全体の検証を

行う。さらに，その結果を社外有識者で構成する「発電設備に係る調査・対策委員会顧問会
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議」に報告し，現場における確認等を含めて幅広い助言を頂き，再発防止対策の改善につな

げていく。これらの検証活動は再発防止対策が確実に機能，定着するまで当面の間行ってい

く。

また，従来から運用を行っている社内申告制度についても各種申告の受け皿として，引き

続きその活用を図っていく。

なお，「発電設備に係る調査・対策委員会」については，今後本行動計画を推進し，再発

防止対策を検証していく「発電設備に係る再発防止対策推進委員会」として活動していく。

５．まとめ

当社は，昨年 10 月に東二 FCS 問題の再発防止対策として，職場風土・安全文化の改善，

企業倫理・安全意識の改善及び QMS の改善を 3 つの柱とする 19 項目の行動計画を策定し，

トップ自らが先頭に立って全社で全力を挙げて継続して取り組んできた。

また，昨年 11 月 30 日付けの原子力安全・保安院長からの指示に基づき，徹底した調査を

行った結果，15 件の不適切な事案が確認されたことから，発電所幹部を対象とする「安全

第一」の再徹底等，5 項目について行動計画の充実を図るとともに，関係箇所との情報共有

化等電力共通での取り組みについても着実に実施していくこととした。

今般，原子力安全・保安院による報告書の評価結果を踏まえた保安規定変更命令等の指示

を受け，当社は，19 項目に 6 項目を追加した全 25 項目の新たな行動計画を策定した。

この新行動計画を全社で全力を挙げて実践していくことにより，法令，保安規定及び安全

協定の遵守の精神を改めて全社に徹底して浸透させ，過去の悪循環を断ち切り，データ改ざ

ん等が二度と起こらないよう会社の体質を改善し，QMS に基づく発電所運営の中で継続的

に PDCA を回し，トップマネジメントの新たな決意のもと，全社員が一丸となって，安全

を最優先に一層の社会的信頼の確保に努めていく。
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発電設備の点検結果に係る再発防止対策 新行動計画(①～�25)

（１）職場風土・安全文化の改善

健全な職場風土の醸成，安全文化を確実に根付かせるため，対話活動の充実，第三者による発

電所運営のレビュー，業務の適正配分等を通じて，職場風土・安全文化の継続的な改善に取り組

んでいく。

① 安全第一の再徹底（充実）

2006 年 9 月 8 日の社長告示において「安全第一」を全社に周知・徹底した。また，2007 年

度の経営の基本方針において「安全第一」の再徹底を念頭に策定し，各室部所の 2007 年度業

務方針に「安全第一」の充実方策を織り込んでおり，発電所幹部を含め繰り返し徹底している。

その定着状況については年度業務実績報告において，各室部所の取組み状況を確認し，次年度

以降の業務に反映していく。

これらに加え，今回の調査結果を踏まえ以下の方策により｢安全を第一｣とする意識を再度周

知・徹底していく。

 i. 今回の調査を踏まえた「安全第一」の社長告示（4 月 6 日に実施済）

 ii. 経営層の発電所幹部を対象とする｢安全第一｣を徹底するための訓示，意見交換

今後，本店・両発電所において経営層による説明会を開催し，本事象の内容，告示の主旨を

周知する。また，10 月の風土・体質改善強化月間における職場懇談会においても，社長告示の

周知徹底を継続的に図っていく。

② 経営層と社員との対話活動の継続，推進（充実）

これまで，東海，敦賀，本店において，安全第一を基本とする業務運営，社外に対する説明

責任等について，社長を始めとする経営層と社員との意見交換を行ってきた。また，社会一般

の視点等に加えて職場風土・安全文化，企業倫理・安全意識や「相談を習慣化させる」方策等

についても，経営層と社員との意見交換を実施してきた。

これらの取り組みにより社員の安全第一に対する意識の浸透と，社外に対する説明責任意識

等が醸成されてきているものの，今回の点検結果を踏まえ，改めて経営自らが先頭に立って強

い決意を社員に浸透させていくため，経営層と社員との対話活動により，通報連絡三原則を確

実にし，｢隠す｣｢隠さない｣の余地のない，情報公開や透明性確保のルールを徹底する。

③ 発電所幹部と発電所各室・グループとの対話活動等の推進及び発電所における言い出す仕組み

の徹底（充実）

発電所幹部（所長，所長代理，副所長等）と発電所員との懇談会についてはこれまでも実施

してきているが，テーマ別勉強会等の充実を含めて，対話の機会を増やして相互理解を深める。

その際には，発電設備点検に係る他社事例も活用する。また，発電所各室・グループ単位の懇

談会を年度計画に織り込み，身近な問題に対して「相談を習慣化させる」方策の定着を図る。

さらに，新たに設置した所内相談窓口において，技術的事項，業務運営や日常の仕事に関する

悩み等について，メールの活用も含めて相談を受け付けていく。これらの対話活動で得られた

意見については，発電所の各室・グループで取りまとめて業務運営に反映していく。

これらに加え，各種グループミーティングの場において，各職場が抱える悩み，問題点等を

積極的に受け止めて改善することで相談を習慣化させる方策の定着を図り，不正・不備を隠す

ことなく自発的に言い出す仕組みを徹底する。

④ 顧問会議による発電所運営のレビュー（継続）

社外有識者をメンバーとする「ＦＣＳ調査・対策委員会顧問会議」を平成 18 年 12 月に新た

添付資料－１
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に設置し，再発防止計画及びその実施状況等について意見を頂いているが，本顧問会議は，平

成 19 年 1 月に「発電設備に係る調査・対策委員会顧問会議」に名称を改め，引き続き今回の

点検結果および再発防止対策について意見をいただくこととしている。平成 19 年度は顧問会

議を 2 回開催し，そこで得られた意見については，再発防止対策の行動計画，発電所運営等の

業務運営に反映していく。

⑤ 人的資源・業務の適正配分に関する評価・検証（継続）

人的資源の配分については，これまで発電所の各室・グループの業務計画，各種プロジェク

トの進捗状況等を全社的な視点から検討して要員計画を定め，全社各部門への人的資源の配分

を行ってきたが，今後の保全プログラムの充実に当たり，発電所技術系部門の現状分析，今後

の業務計画等を勘案して適正に配分する。また，発電所組織運営について現在の運用方法，業

務配分等を評価し，グループ制の評価・検討，ベテラン社員の活用，定検応援等を含めて，よ

り適切な運用方法について検討を進める。要員の適正配分，組織運営の改善については発電所

の意見等を十分に踏まえて，定期異動時期に合わせて段階的に実施していく。また，継続的に

評価して 19 年度以降の異動計画に反映していく。

⑥ 労働安全衛生マネジメントシステムの導入促進，活用（継続）

一般労働安全を科学的・合理的に管理するための手法を通して，安全第一に対する幅広い認

識・組織風土を築いていくために，労働安全衛生マネジメントシステムの導入促進，活用を図

っていく。平成 18 年度の東海第二発電所第 22 回定期検査，敦賀発電所 1 号機第 31 回定期検

査での試行を経て，平成 19 年度に本格的に導入する。

（２）企業倫理・安全意識の改善

企業倫理・法令遵守，安全意識の教育等を一層充実し，社員一人ひとりの企業倫理・法令遵守

の徹底，安全意識の向上を図る。

⑦ 技術者倫理教育の速やかな実施等（充実）

技術者倫理教育については，新入社員研修，新任管理職研修等における企業倫理教育の中で

階層毎に実施してきているが，改めて全社員を対象とした「技術者倫理」に関する教育を平成

18 年 12 月までに実施している。また，従来実施している企業倫理・法令遵守の定着化活動を

継続的に実施していくとともに，グループマネージャー，サブグループマネージャークラスを

対象に，他社事例も踏まえた不祥事の未然防止を目的とした新規研修について，試行結果評価

も踏まえて今後の導入を図る。

また，コンプライアンス等の教育を行い，経営層も含めた幹部管理職に対し，法令・ルール

遵守の意識を徹底していく。また，今後自他社の不適切な事例について，倫理教育に取り組む

等して再発防止を図る。

さらに原子炉等規制法及び電気事業法等の関係法令を遵守するための保安教育を徹底する。

⑧ 安全意識調査の継続的な実施と評価・改善等（充実）

これまで外部機関による安全診断アンケート調査を数年毎に行い，過去のアンケート結果と

の比較・評価の結果を発電所の安全諸活動に反映するなど，発電所員の安全意識の向上に努め

てきた。平成 18 年度も本アンケート調査・分析を実施したが，引き続き 19 年度にも実施し，

その結果を発電所安全諸活動に反映していく。計器適切性確認において抽出された「当事者意

識の課題」についてもアンケート調査に含めて分析し，発電所員の安全意識の向上に資してい

く。また，原子力技術協会の e-ラーニングの活用を図っていく。
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⑨ 発電所内の各室・グループの相互業務レビュー（継続）

発電所において，他室・グループの業務プロセスレビューに相互に参加して，良好事例，不

適合事例，改善事例等を共有して，各室・グループの業務改善に反映する。また，相互レビュ

ーの実施方法について，実質的な効果が得られるものとなるようにその運用方法やルールを検

討し，関連規程に反映する。

⑩ 通報連絡三原則の徹底（事例勉強会等）（継続）

　通報連絡三原則＊徹底のために，これまで経営層と社員との意見交換や自治体等からの社外

講師による安全協定の勉強会等を行い，社内では運転上の制限の逸脱事象はもとより，事象の

大小の区別なく情報が報告され，社外への適切な通報連絡がタイムリーに行われているなどの

効果が現れてきているが，これらの取り組みを継続し，通報連絡三原則をすべての社員に浸透

させる。

　＊「徴候を確認した時」，「要否の判断に迷った時」，「情報収集に時間がかかる時」は通報連絡を実施

⑪ 報告・連絡・相談の徹底（社内外）（継続）

さまざまな問題を報告・連絡・相談のルートにのせて情報を共有化する。特に相談する雰囲

気作りを重視し，経営層・発電所幹部と所員との対話活動の推進，各種勉強会や意見交換会の

充実，年間業務計画に基づく「相談を習慣化させる」方策の定着化等を確実に進めていく。さ

らに定期検査等に係る関係会社・協力会社との定例会議，説明会，意見交換会等についても継

続して機会ある毎に実施し，コミュニケーションの一層の充実を図っていく。また，この定例

会議等の場を通して協力会社に対して企業倫理・法令遵守意識の定着化を継続的に指導・要請

していく。

（３）QMS の改善（「不適合管理不十分」,「文書管理不十分」及び「保守管理不十分」）

不適合管理を徹底するとともに設備の図書管理等の充実を継続的に改善していくことにより，

不断の QMS の改善に努めていく。

⑫ QMS 教育の充実・推進（不適合管理，記録管理，保守管理，内部監査）（継続）

これまで QMS 教育を定期的に実施してきており，平成 18 年度には発電所員を対象として

東２FCS 問題を事例とした勉強会を実施したが，既存の品質保証教育に不適合管理等の事例を

用いた学習，演習等を取り入れ，双方向の教育を補強する。さらに，新たに内部監査員養成コ

ースを開設し，業務プロセスレビューを中心的に行う者等に対して自らの業務及び他室・グル

ープの業務を客観的に見る視点を養う。これらの教育については，年度毎の教育訓練計画に定

め長期的視点より養成していく。

⑬ 不適合管理の徹底，不適合管理票のデータベース化（充実）

平成 18 年 11 月に「所内不適合処理状況検討会」を設置し，運用方法等を QMS 規程（不適

合管理要項）に定めており，本検討会を原則として１回／月開催し，発電所幹部が不適合処理

状況の確認と不適合管理の適切性について指導・助言を行い，不適合処理情報の社内共有化と，

不適合管理の更なる適切化を図る。さらに，この検討会の場において，不適合の対外報告のチ

ェック機能をもたせ，対外報告に関する確認を行うこととする。また，各発電所にて現状作成

している不適合管理票一覧表（データベース）を利用して全社での情報共有化を容易にすると

ともに，データベースから典型的なものをピックアップして事例集を作成し，不適合管理票の

適切な発行と管理を行えるようにする。さらに，今回のような QMS 導入前の不適切な取り扱

いに対する是正処置・予防処置をルール化することにより QMS の更なる改善を進める。

また，微少な一次冷却材の漏えいや，不適合事象が確認された場合は，その事象を運転日誌

に記載する等，運転日誌作成マニュアルを見直し，運転日誌の記載方法について適正化を図る。



12

⑭ 設計データ，保全データの電算化推進（継続）

保守管理に必要な設計データを含む機器仕様書，計器仕様書などの図書を選定し電子情報化

を行い，設計図書等の最新情報を検索システム上で呼び出せるようなデータベースを構築する。

また，保守管理に必要な保全データ（計器校正記録，工事記録，官庁検査記録等）を選定して

電子情報化し，保全データを検索システム上で呼び出せるようなデータベースを構築する。な

お，計器仕様表データベースを優先して検討する。

⑮ 設計管理能力，保守管理能力の向上（継続）

現場の技術系社員に対して，FCS 流量不足に対する原因・対策，及び計器総点検から抽出さ

れた不適合原因・対策についての事例教育を平成 18 年度に実施したが，さらに，安全解析と

定期事業者検査の関係，安全解析と設定値・警報値等の関係，許認可と設計検証の関係等の基

本設計教育を，各室・グループ毎に行う。なお，新入社員等に対する事例教育については，平

成 19 年度以降は基本設計教育に合わせて実施する。

⑯ 調達管理における技術評価，設計検証の徹底（継続）

個別仕様書の要求仕様について，新たに標準的な記載例集を作成して，設備・機器の調達仕

様書作成時の参考とすることにより，要求仕様の明確化及びその検証を確実にする。また，設

備重要度Ａ・Ｂの工事（新設，改造，取替）にあたり，要求機能及びその据付後の検証方法等

が発注時の要求事項に適切に反映されるよう，「工事等に係る技術検討会」の審議基準の明確

化を図る。さらに詳細な設計評価事項に不足がないように，新たに設置した「設備図書検討会」

において，工事担当室の他，機械・電気・制御・品質保証等の各分野で豊富な知識・経験を有

する者が，工事担当室に対し指導・助言する。必要に応じて関連規程（設計，調達関係等）に

ついても改正する。

⑰ 定期事業者検査要領書の見直し（継続）

設置許可申請書の安全解析の入力条件と定期事業者検査要領書の検査項目の比較を行い，安

全解析の入力条件であって，定期事業者検査の検査項目になっていないパラメータがあった場

合，定期事業者検査の検査項目への取り込みの要否を検討し，必要なものは検査項目に追加す

る。あわせて，検査項目の判定基準の妥当性を確認する。

⑱ 計器取替時の新仕様妥当性確認手順のルール化（継続）

新たに「計器仕様等管理取扱書」を制定し，計器適切性確認結果の根本原因分析から抽出し

た是正措置「計器仕様表の管理強化策」（例えば，計器仕様表の最新情報化や仕様根拠の検索

照合方法）をルール化して取り込んだ。これにより，計器の仕様が変更になる場合や入力基準

値見直し時に新仕様と旧仕様の比較及び新仕様と旧仕様の決定根拠の確認，相違点の妥当性確

認を確実に実施する。

⑲ 内部監査の検証と改善（継続）

内部監査部門は，再発防止対策に関する業務プロセスレビュー等について，レビュー・検証・

妥当性確認のプロセスが，適切に実施されていることを監査する。また，内部監査がより深く

現場の業務プロセスの問題点を導き出すものになるよう，毎回異なった室，発電所から監査チ

ームを構成することにより，異なった視点から「内部監査活動に対する監査」を継続し，運用

方法の充実を図る。
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（４）行政処分及び指示に係る新規項目

⑳ 保安規定の変更及び変更に伴う社内規程等の整備（新規）

ａ）経営責任者の関与

経営責任者による安全確保に対する関与を強めるように，保安規定を変更する。

ｂ）原子炉主任技術者の位置付け

原子炉主任技術者の独立性を高めるとともに，経営責任者に直接報告できるように，保安規

定を変更する。

ｃ）計器校正の確認

定例試験前に，当該試験に必要となるパラメーターに係る計器が正しい校正に基づいて設定

されていることを原子炉主任技術者が確認するように，保安規定を変更する。

ｄ）運転上の制限からの逸脱時又は技術基準への不適合発生時における経営責任者への報告

運転上の制限からの逸脱時又は安全上重要な機器等に係る技術基準への不適合が生じたとき，

原子炉主任技術者が自らの責任において経営責任者に対し報告するように，保安規定を変更

する。

ｅ）保修工事に係る記録

安全上重要な機器等の保修工事に係る記録を保存するように，保安規定を変更する。

ｆ）巡視点検の充実

巡視点検の対象に原子炉格納容器内を含めた高線量区域を追加し，当該点検結果の記録を保

存するように，保安規定を変更する。

ｇ）想定外の制御棒の引き抜けの扱い

想定外に制御棒が引き抜けた場合，原子炉主任技術者が自らの責任において経営責任者に報

告するように，保安規定を変更する。

ｈ）作業手順書等の遵守と関係者への徹底

原子炉施設の運転管理に係る作業手順書等が適切なものであることを発電長や関係室長が

確認し，これらに基づいて作業を実施するように，保安規定を変更する。

ｉ）警報等印字記録（アラームタイパー）の保存

作成して保存すべき記録の対象に，警報等印字記録（アラームタイパー）を追加するように，

保安規定を変更する。

　　また，これらの保安規定変更に伴う社内規程等の整備を行う。

　　なお，ｇ），ｈ），ｉ）に対する対応は，省令改正後に行う予定である。

○21  定期検査時の特別な検査対応及び特別原子力施設監督官対応（新規）

　定期検査時の特別な検査及び特別原子力施設監督官に対して適切に対応していく。

　○22  原子力施設へのフリーアクセスの導入協力（新規）

電力共通で実施している原子炉施設へのフリーアクセス（エスコートフリー）先行試行プラン

トの結果を踏まえ，速やかに準備を行い，準備が整い次第開始する。

　○23  原子力発電施設の保安検査結果の公開対応（新規）

保安検査結果の公表にあわせた，発電所トラブル状況，安全確保，安全向上に対する取り組み

状況等の公表については，発電所毎の状況を踏まえ，適切に対応していく。
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　○24  ニューシア対象範囲拡大及び活用推進（新規）

軽微な事象を含めたニューシアへの積極的な事象の登録を進めていくとともに，日本原子力技

術協会との連携を強化し，情報共有・情報活用を確実に進め，一層の安全の向上に努めていく。

　○25 BWR 事業者協議会／PWR 事業者連絡会による情報共有の推進（新規）

　BWR 事業者協議会／PWR 事業者連絡会等を活用し，メーカー等との積極的にニューシア情報

や不適合情報の共有化を進めていく。

　



⇒ 継続 

発電設備の点検結果に係る再発防止対策 新行動計画表（アクションプラン） 
平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 

実施項目 再発防止対策 アクションプラン 
実施 
箇所 

～平成 18 年 12 月 １ ２ ３ 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 月～3 月 

●職場風土・安全文化の改善 

①安全第一の再徹底（充実） 

社長告示等によって、基本理

念である｢安全第一｣を再徹

底する。 

1)社長告示の公布、本店，全社員対象に説明会

開催及び風土・体質改善強化月間における職場

懇談会の場を通じて、社長告示を再度周知徹底

する。 

①社長告示 
②社長告示説明会(本店・東海・敦賀) 
 

③社長告示再周知(風土改善月間) 

総務室 

▼9/8 社長告示 
 ▼9/11 社長告示説明会 

(本店・東海・敦賀) 
    社長告示再周知 

(風土改善月間：10 月) 

                

 
2)全社一丸となって再発防止に取組むため、行

動計画を説明会にて周知する。 
①再発防止行動計画説明会 

(本店・東海・敦賀) 
 

②原子力安全・保安院からの指示等説明会 

総務室 

▼11/7～9 
再発防止行動計画説明会 

(本店・東海・敦賀) 

                

 
3)経営の基本方針｢安全第一｣の再徹底を念頭

に業務方針に｢安全第一｣の充実を織り込むと

共に、業務実績報告にて｢安全第一｣への取組み

状況を確認する。 

①平成 19 年度経営方針公布 
②平成 19 年度経営方針社内説明 
③平成 19 年度業務方針作成 
④｢安全第一｣取組み状況確認 

企画室 

 
 
 
 
 

                

 
4)発電設備の点検結果を踏まえた｢安全第一｣

の社長告示の公布及び説明会にて事象の内容、

告示の主旨を周知する。また、発電所幹部への

訓示，意見交換を行う。 

①｢安全第一｣社長告示 
②｢安全第一｣社長告示説明会(本店・東海・敦賀) 
③発電所幹部への訓示，意見交換実施 総務室 

                 

②経営層と社員との対話活動の継続，推進（充実） 

経営層と社員との懇談会を

開き、安全第一を基本とする

業務運営，説明責任等につい

て意見交換してきている。今

後も継続し、経営自らが先頭

に立って安全第一の強い決

意を浸透させていく。 

1)経営層との意見交換を継続的に実施する。 
 
 
 

①経営層/社員の意見交換会 
(年間 10 回程度) 
 

企画室 

 
 
▼9/13，11/24 東海 
 
▼12/1(2 回)，12/6(2 回) 敦賀 
 
 

                

 
2)社外に対する責任説明等に対し、経営層と社

員との対話活動の一層の充実を図り、通報連絡

三原則を確実にし、｢隠す｣｢隠さない｣の余地の

ない、情報公開や透明性確保のルールを徹底す

る。 

①社外に対する説明責任等に係る経営層/社員

の意見交換会 
(年間 15～20 回程度) 

総務室 
企画室 

 
 
▼12/1(１回) 東海 
 
▼9/21，22(6 回) 敦賀 
 
 
 
 

                

③発電所幹部と発電所各室・グループとの対話活動等の推進及び発電所における言い出す仕組みの徹底（充実） 

発電所幹部と所員との対話

の機会を増やし、コミュニケ

ーションの充実を図り、相互

理解を深める。また、発電所

各室・グループ単位の懇談会

を計画的に実施し、室長/Ｇ
Ｍが室員/グループ員と懇談

し、相談を習慣化させる方策

の定着を図るとともに、発電

所各種グループミーティン

グの場において、各職場が抱

える悩み、問題点等を積極的

に受け止めて改善すること

で相談を習慣化させる方策

の定着を図り、不正・不備 

1)発電所幹部（所長、所長代理、副所長等）と

所員との対話活動等を推進し、各階層において

双方向で意思疎通がある活発なコミュニケー

ションの充実を図り、相互理解を深める。 

①発電所幹部(所長，所長代理，副所長等)と一般

所員との懇談(2 回/月目途) 
 
②発電所幹部と室長/GM・SM クラスまでの懇談

会(1 回/2 ヶ月目途) 
③テーマ別勉強会等の活用(2 回/年目途) 

社長室 
総務室 
発電所 

 
▼11/21，12/11 東海 
▼3 月末敦賀(37 回実施)  
  
▼11/24 東海 (敦賀検討中)  
 
▼6/14，10/19，11/29 東海 
▼12/7 敦賀 

                

風土改善月間懇談会 

▼2/5 平成 19 年度経営方針公布 ▽平成 20 年度経営方針公布 

▼4/24，26 原子力安全・保安院からの指示等説明会(東海・敦賀，本店) 

▼4/6 社長告示(安全第一の再徹底について) 
▼4/9，11，12 社長告示説明会(本店，敦賀，東海) 

▼1/31(2 回)，2/28▼4/3 東海(2 回) 
▼2/15 敦賀  ▼4/17 敦賀 6 月中旬敦賀 

▼2/6，3/2 本店 

▽9 月中旬東海(2 回) 
▽2 月中旬敦賀(2 回) 

▽2 月上旬，3 月上旬本店 

▼1/16，24，2/21，3/14(計 6 回)東海 
          ▼4/18 東海 

▼1/24(計 2 回)敦賀 

▼3/28(計 2 回)本店 

▼1/23，2/8，3/15 東海 
▼1/19，3/6 東海 

▼2/26 東海 
▼1/23 敦賀 

▽6 月上旬(東海計 2 回) 
    ▽7 月中旬(敦賀計 3 回) 
      ▽8 月上旬(本店 4 回) 
          ▽9 月中旬(本店 2 回) 

⇒ 継続 

⇒ 継続 
⇒ 継続 

⇒ 継続 

⇒ 継続 

［判例］    ：準備工程 
：実施工程（黒塗りは実績） 

▼5/8 経営改革会議 ⇒ 継続 

▽10 月中旬(東海 2 回) 
   ▽11 月中旬(東海 2 回) 
         ▽1 月中旬(本店 3 回) 
           ▽1 月下旬(敦賀 2 回) 

添
付

資
料

－
２

1
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平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 

実施項目 再発防止対策 アクションプラン 
実施 
箇所 

～平成 18 年 12 月 １ ２ ３ 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 月～3 月 

を隠すことなく自発的に言

い出す仕組みを徹底する。 
2)発電所各室・グループ単位の懇談会を計画的

に実施し、室長/ＧＭが室員/グループ員と懇談

を行い、身近な問題点に対して｢相談を習慣化

させる｣方策を定着させる。発電所で実施する

各種グループミーティングの場において、各職

場が抱える悩み、問題点等を積極的に受け止め

て改善することで相談を習慣化させる方策の

定着を図り、不正・不備を隠すことなく自発的

に言い出す仕組みを徹底する。 
 

①発電所各室・グループ単位の懇談会による｢相

談を習慣化させる｣方策の定着 
 
 
②発電所で実施する各種グループミーティング

の活用による、相談を習慣化させる方策の定着

及び言い出す仕組みの徹底 

社長室 
総務室

発電所 

                 

 
3)所内相談窓口の対応者を複数選任し、技術的

事項，業務運営や日常の仕事に関する悩み等に

ついて、メールの活用を含めて相談を受けてい

る。今回の再発防止対策の一環として利用促進

施策を検討し、実施する。 

①発電所相談窓口の利用促進施策検討・実施。 
社長室 
発電所 

  
▼11/17 運用開始 東海 
▼11/13 運用開始 敦賀 

                

④顧問会議による発電所運営のレビュー（継続） 

有識者による顧問会議を設

置して意見を頂き、再発防止

対策、発電所等の業務運営に

反映していく。 

1)社外有識者をメンバーとする｢発電設備に係

る調査・対策委員会顧問会議｣を設置し、再発

防止計画及びその実施状況等についてご意見

を頂き、そこで得られたご意見については、再

発防止計画、業務運営に反映して行く。 

①平成 19 年度は顧問会議を 3 回開催 

総務室 

 
▼12/4 社外有識者への顧問就

任依頼 
▼12/27 第 1 回顧問会議 

                

⑤人的資源・業務の適正配分に関する評価・検証（継続） 

今後の保全プログラム充実

に当たり、発電所技術系部門

の現状分析等を勘案して、人

的資源、業務の配分を適正化

していく。 

1)今後の保全プログラムの充実に当たり、発電

所技術系部門の現状分析、今後の業務計画等を

勘案して、適正に配分する。 

・発電所技術系部門の勤務実態、定検時応援実

績、要員数推移等の現状分析 
・今後の保全プログラムの充実に当たり設計根

拠等の整備を確実に進めていくために必要とな

る要員数等の推定 

社長室 

 
▼10/18 次年度要員計画策定に

向けての各所属へ基礎資料作

成依頼 

                

 
2)発電所組織運営について現在の運営方法、業

務配分等を評価し、より適切な運用方法を検討

する。 

・業務・組織運用方法の再評価・検討 
・スタッフ職の配置やベテラン社員の活用、定

検応援等による人的支援方法の検討 社長室 

 
▼12/18 発電所組織運営(グル

ープ制)の検証及び改善方策(中
間)を経営に報告 
 
 

                

⑥労働安全衛生マネジメントシステムの導入促進，活用（継続） 

一般労働安全についても科

学的・合理的に管理する手法

を通して、安全文化醸成にも

役立てて行く。 

1)一般労働安全を科学的・合理的に管理するた

めの手法をとおして、安全第一に対する幅広い

認識・組織風土を築いていくために、現在導入

準備を進めている本システムの導入促進、活用

を図っていく。 

①労働安全衛生関係規定類の労働安全衛生マネ

ジメントシステムに則った整備 
 
 
 
 
 
②労働安全衛生マネジメントシステム導入に関

する教育の実施 
 
 

社長室 

▼12/15 社規・社長室規則改定 
▼12/22ＯＳＨＭＳ敦賀所則制

定 
 
 
 
▼8/31，9/27，12/25 中災防研

修(東海，敦賀，本店) 

                

  
2)発電所におけるリスクアセスメントの試運

用を行い、評価を実施する。 
①東二定検でのリスクアセスメント試運用 
 
②敦１定検でのリスクアセスメント試運用 
 
③リスクアセスメント実施 

社長室 

▼11 月～12 月東二定検試運用 
 
 
 
 

                 

  
3) 労働安全衛生マネジメントシステムの本格

導入に向けて、安全衛生基本方針の表明及び目

標設定を周知し、導入・検証・見直しを行う。 

①本格導入・検証・見直し 

社長室 

▼1/23，24，31，2/6 敦賀ＯＳ

ＨＭＳ運用説明会 
 
 
 
 
 
 

                

▼2 月～3 月東海，敦賀実施 

 ▼3/14，19，20 第 2 回顧問会議 
▼4/4～6 第 3 回顧問会議 

▼5/16 第 4 回顧問会議 ▽第 5 回顧問会議 

▼1/29 人的資源に関する検討を経営に報告 
▼3/19 次年度要員計画を策定し経営に報告・承認 

継続的評価・改善 

▼1/22 発電所組織運営(グループ制)の検証及び改善方策を経営に報告 

▽室内グループ再設定 
▽新職位設定 

▼3/2，4/16・18，5/11 東海 ▽異動者・新入社員等対象 

▼3/23 リスクアセスメント敦賀細則制定 
▼3/26ＯＳＨＭＳ敦賀所則改正 
▼3/30 リスクアセスメント東海所則制定 
▼ＯＳＨＭＳ東海所則制定 

システム監査要項の制定準備 

東二試運用評価 
敦１定検試運用・評価 

リスクアセスメント実施 

▼4/5 安全衛生基本方針表明・周知 
▼4/6 安全衛生活動方針制定・周知 
▼4/9，27 東海安全衛生方針制定，目標制定・周知 
▼4/6，5/7 敦賀安全衛生方針制定，目標制定・周知 
 ▼4/16，18，5/11 東海 OSHMS 運用説明会 

本格導入・検証・見直し 

⇒ 継続 
組織運営方法の評価，検証 

⇒ 継続 

⇒ 継続 

⇒ 継続 

⇒ 継続 

⇒ 継続 
⇒ 継続 

⇒ 継続 

▽システム監査要項制定 

適宜実施 

適宜実施 

▼5/14 保全ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ充実方策経営報告 
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平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 

実施項目 再発防止対策 アクションプラン 
実施 
箇所 

～平成 18 年 12 月 １ ２ ３ 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 月～3 月 

●企業倫理・安全意識の改善 

⑦技術者倫理教育の速やかな実施等（充実） 

全社員に対する技術者倫理

教育の実施（平成 18 年 12
月末完了）に加え、企業倫

理・法令遵守に関する教育を

充実し、経営層・社員一人ひ

とりの企業倫理・法令遵守の

徹底を図る。 

1)技術者倫理教育については、新入社員研修，

新任管理職研修等における企業倫理教育の中

で階層毎に実施してきているが、発電設備の点

検結果を踏まえ、改めて全社員を対象とした

｢技術者倫理｣に関する教育を実施する。 

①全社員に対して技術者倫理教育を平成 18 年

12 月末までに実施 

社長室 

▼10/17，27，31，11/6，10 
東海地区 実施済 
▼11/16，24，12/21，22 
本店地区 実施済 
▼11/13，14，27，28，12/20 
敦賀地区 実施済 

                

 
2)企業倫理・法令遵守の定着化活動の継続的実

施、充実を図る。 
①企業倫理の他社事例(技術者倫理を含む)を中

心とした懇談会の実施 
②法令遵守意識涵養のため、法的な考え方を説

明・解説する｢リーガルマインド｣研修の実施 
③過去の当社不祥事を学ぶ観点から、過去事例

(56 敦賀問題)の映像教材の全員視聴及び新規教

材の作成、活用 
④ＧＭ，ＳＭクラスを対象に不祥事の未然防止

を目的とした新規研修の実施 
⑤上司のリーダーシップや組織風土の現状把握

のため職場風土調査を実施 

社長室 

▼10 月職場懇談会の実施 
 
▼12/12，13 リーガルマインド

研修(敦賀) 
▼過去事例映像教材イントラ

ネット掲載済、各職場懇談会で

視聴済 
▼10/4 新規研修試行実施済 
 
 

                 

経営層，室部所長，発電所幹

部へのコンプライアンス等

の教育の実施 

1)法令・ルール遵守に係る自他社の事例を活用

した｢コンプライアンス研修｣を実施する。 
(経営層，室部所長，発電所幹部) 

①｢コンプライアンス研修｣の検討は 6 月末まで

に諸準備を終え順次実施 社長室 
 

 
                

 

 

2)事例に基づく｢リーダーシップ研修｣を実施

する。本店 ：ＧＭ以上（４回程度、実施予定） 
  発電所：ＳＭ以上（１発電所当たり３回程

度、実施予定） 

①｢リーダーシップ研修｣の検討は 6 月末までに

諸準備を終え順次実施 
 
 
 
 

社長室 

                 

原子炉等規制法及び電気事

業法並びにこれらに関係す

る法令を遵守するための保

安教育の徹底 

1)｢保安教育・反復教育」においても、関係法

令に関する教育を実施する。 
①平成 19 年度に｢保安教育・反復教育｣の諸準備

を終え実施 
 
 
 

社長室 

 
 

 

                

 

 

2)関係室部所の協力を得ながら、関係法令に関

するテキストを充実する。 
①関係法令に関するテキストを充実 
 
 
 
 
 社長室 

総務室 
発管室 
発電所 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

                

⑧安全意識調査の継続的な実施と評価・改善等（充実） 

外部機関によるアンケート

調査を継続し、安全意識につ

いて評価・分析を行い、発電

所運営に反映して、安全意識

の向上に努めて行く。 

1)外部機関(電中研ヒューマンファクター研究

センター)による安全診断アンケート調査を継

続し、安全意識について評価・分析を行う。 

①アンケートを実施し安全意識について評価・

分析 

発管室 

▼10/27，11/6，11/15，11/29｢当
事者意識の課題｣を含めたアン

ケート作成打合せ実施 
 
 
 
 
 
 

                

▼1/16 本店 
▼1/24，3/8 東海 本店，東海   敦賀 

新規教材の作成・活用 

新規研修分析・評価 ▽不祥事防止研修 

職場風土調査(全社) 
▽調査結果報告 

職場風土調査(全社) 

｢コンプライアンス研修｣の検討 

▽実施(敦賀) ▽実施(東海)  ▽実施(経営層・室部所長対象) 

｢リーダーシップ研修｣の検討 
本店 ▽実施   ▽実施      ▽実施   ▽実施 
東海  ▽実施   ▽実施  ▽実施 
敦賀  ▽実施               ▽実施▽実施 

原子炉施設保安規定の変更内容等検討 
▽認可申請 

▽認可・施行 

社内関連規程の変更内容等検討 

▽施行 
関係法令テキスト原案の取りまとめ 

関係室部所との調整 

新テキストによる関係法令に関する教育評価 

新テキストの評価（必要に応じて改善） 

▼1/16～26 敦賀アンケート調査 
▼1/25～2/9 東海アンケート調査 
       ▼3/22，4/17 本店アンケート結果報告 
           ▼5/7 東海アンケート結果報告 
                ▽敦賀アンケート結果報告(定検終了後) 
                 ▽東海，敦賀分析結果報告  

アンケート調査(東海，敦賀) 
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平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 

実施項目 再発防止対策 アクションプラン 
実施 
箇所 

～平成 18 年 12 月 １ ２ ３ 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 月～3 月 

 
2)アンケートの分析・評価、意見交換会の安全

諸活動の見直し 
①アンケートの分析・評価から抽出された課題

や問題点については意見交換会などを行って問

題点を具体化させ｢安全文化醸成ＷＧ｣や｢安全

文化醸成検討会｣などで改善策を検討し、安全諸

活動の見直し等を通じて発電所員の安全意識の

向上 
発管室 

▼3/22 電中研よりアンケート

調査結果の報告書受領 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                

 
3)日本原子力技術協会の安全文化醸成用ｅ-ラ
ーニングを利用して、安全文化への理解促進を

行っていく。 

①ｅ-ラーニングを活用するため受講方法の周

知，受講を開始 
発管室 

 
 
 
 
 

                

⑨発電所内の各室・グループの相互業務レビュー（継続） 

発電所における業務プロセ

スレビューにおいて相互業

務レビューを行い、それぞれ

の改善活動に反映していく。 

1)他室の業務レビューに立会い(1～2 名)レビ

ュー結果から発見された良好事例、不適合事

例、改善事例を自室のレビューに反映する。 
 

①他室の業務レビューへの参加と自室への反映 

発電所 

▼12/26 品証検討会で方法検討 
 
 
 
 
 

                

 
2)レビューの運用方法やルールについて、実質

的な効果が得られるものとなるように、相互レ

ビューの基本プロセスをもとに検討し、関連規

程に反映する。 

①レビューの運用方法検討 

発電所 
                 

⑩通報連絡三原則の徹底（事例勉強会等） （継続） 

社外への適切な通報連絡が

タイムリーに行われている

などの効果が現れてきてお

り、これらの取り組みを継続

することでさらなる浸透を

図る。 

1)平成 17 年より始めた、自治体等からの社外

講師による安全協定勉強会を継続して開催し、

自治体等の立場に立って安全協定の精神につ

いて、理解を促進・徹底する。また、通報・連

絡に係る社会一般の視点の涵養・定着を図るた

め外部有識者やマスコミ関係者による講演会、

意見交換会を充実する。 

①社外講師等による勉強会の実施 

発電所 

 
 
 
 
 
 
 
 

                

  
2)人事異動時等に社内講師により定期的に安

全協定勉強会を開催する。 
②安全協定勉強会 

発電所 

 
 
 
 
 

                

 
3)経営層と社員との意見交換のテーマに、発電

設備の点検結果を踏まえた意見交換を継続し

て実施する。また、地元関係者との接触の機会

が多い敦賀地区本部及び東海事務所職員が、毎

朝の発電所所内会議等に継続的に参加する。 

③社内のコミュニケーションの充実 

発電所 

▼9/21，22 敦賀地区計 6 回実

施 
▼12/1 東海計 1 回実施 
 
 
 
 
 
 
 

                

⑪報告・連絡・相談の徹底（社内外）（継続）  

相談する雰囲気作りを重視

し対話活動や勉強会を推進

する。また、協力会社とのコ

ミュニケーションを充実し、

企業倫理等の定着を指導・要

請していく。 

1)対話活動の充実を図る。 ①発電所幹部(所長，所長代理，副所長等)と所員

との対話活動 
 
②年間業務計画作成時に｢相談を習慣化させる｣

方策を予め定め、各室，Ｇｒに定着化 
 

発電所 

▼11/21，12/11 東海 
▼3 月末(37 回実施) 敦賀 
 
 
 
 

                

アンケート集計・分析(電中研) 
▼2/22  ▼4/17 安全文化醸成ＷＧ開催 

▼5/7 東海アンケート調査結果報告会(全体)，意見交換会 
▼5/8 東海アンケート調査結果報告会(各室) 
▼5/8～9 東海東海アンケート調査結果インタビュー 
        ▽敦賀(定検終了後) 

意見交換会/インタビュー結果分析(電中研) 

改善策，活動見直しの検討 

対策の実施 

受講方法の周知 

受講状況の確認/再周知 

規程類の改定等 
        ▼3/28 二次文書改訂 

レビュー運用方法検討、方法の所内通知 

相互業務レビュー(平成 19 年度上期分) 

▼2/2 本店 原電バリューアップ講演会(福井県原子力環境監視センター所長) 
▼2/7 本店 プレス対応講演会(読売新聞科学部記者) 
  ▼3/8 敦賀 安全協定勉強会(福井県原子力環境監視センター所長) 

    ▼3/13 東海 ＦＣＳ再発防止講演会(茨城新聞・専務取締役) 

社外講師等による安全協定勉強会，講演会，意見交換会 

新規入所管理職者への説明 
▼3/20 東海 安全協定勉強会▽安全協定勉強会(定期異動時) 

経営層/社員の意見交換会(年間 15～20 回程度) 

▼1/16，24，2/21，3/14 東海 計 6 回実施 
▼1/24 敦賀 計 2 回実施 
      ▼3/28 本店 計 2 回実施 

モーニングミーティングへの東海事務所，敦賀地区本部(所内会議)の参加 

▼1/23，2/8，3/15 東海 

▼2 月～3 月東海，敦賀実施 

⇒ 継続 

⇒ 継続 

⇒ 継続 

⇒ 継続 

⇒ 継続 

⇒ 継続 

⇒ 継続 
⇒ 継続 
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平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 

実施項目 再発防止対策 アクションプラン 
実施 
箇所 

～平成 18 年 12 月 １ ２ ３ 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 月～3 月 

③経営層と社員との意見交換のテーマに、発電

設備の点検結果を踏まえた意見交換を継続して

実施 

▼12/1(計１回) 東海 
▼9/21，22(計 6 回) 敦賀 
 
 

  
2)通報連絡三原則の徹底を図る。 ①安全協定勉強会の実施 

 
 
 
 
 
 
②通報・連絡に係る社会一般の視点の涵養・定

着を図るため外部有識者やマスコミ関係者によ

る講演会、意見交換会を充実 
 
③地元渉外箇所と発電所のコミュニケーション

の充実 

発電所 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
▼9/21，22 敦賀地区計 6 回実

施 
▼12/1 東海 計 1 回実施 
 
 
 
 
 
 

                

 
3)協力会社とのコミュニケーションの充実を

図る。 
①定検中及びその前後においてメーカー，関係

会社，協力会社と定検インフラ整備，定例会議

や意見交換会を行って来ているが、発電設備の

点検結果を踏まえ協力会社に対して企業倫理・

法令遵守意識の定着化を指導・要請 

発電所 

▼9/5 東二 定検インフラ関係

意見交換 
▼9/26 東二 定例会議 
▼10/12～18 東二定検キャラバ

ン 
▼10/24～30 東二定検説明会 
▼11/7 東二定例会議 
▼11/13 東二各社所長との意見

交換会 
▼11/13～12/22 東二各社朝礼

への所幹部参加 
▼11/17 東二定期連絡 
▼11/21～12/28 東二定検中の

事象説明 
▼11/16，17 敦１定検キャラバ 
ン 
▼12/20 敦１定検キャラバン 

                

●ＱＭＳの改善（不適合管理，記録管理，保守管理，内部監査） 

⑫ＱＭＳ教育の充実・推進（不適合管理，記録管理，保守管理，内部監査）（継続） 

今回の事例に基づく教育を

行うとともに、既存の品質保

証教育を充実し、新たな教育

コースを開設する。 

1)ＦＣＳ事例に基づく不適合管理、記録管理等

の勉強会を発電所全所員対象として実施する。

技術系所員に対しては、設計管理/保守管理に

関する事例教育に合わせて実施する。 

①事例教育の実施 

発電所 

▼11/15，16，17 東海実施 
▼12/26，1/9，10，11，15 敦

賀実施 

                

  
2)既存の品質保証教育に、不適合管理/記録管理

/保守管理等の事例を用いた学習、演習等を取

り入れて、品質保証教育の充実を図る。 

①品質保証教育の充実(双方向教育の導入) 
 
 
 
 
 

発管室 
発電所 

▼10/27，11/30，12/26 品質保

証検討会                 

  
3)内部監査員養成コースを開設し、業務プロセ

スレビューを主体的に実施する者等、各室・グ

ループのＱＭＳ上中核となる者に対して 3 ヶ

年程度をかけて内部監査の基本的な教育を行

い、自らの業務及び他室Ｇｒの業務を客観的に

見る視点を養う。 

①内部監査員養成コースの開設 
 
 
 
 
 
 
 

発管室 
発電所 

▼10/27，11/30 研修センターと

打合せ                 

▼1/16，24，2/21，3/14(計 6 回)東海 
         ▽4/18 東海 

▼1/24(計 2 回)敦賀 

社外講師等による安全協定勉強会，講演会，意見交換会 

▼2/2 本店 原電バリューアップ講演会(福井県原子力環境監視センター所長) 
▼2/7 本店 プレス対応講演会(読売新聞科学部記者) 
  ▼3/8 敦賀 安全協定勉強会(福井県原子力環境監視センター所長) 

    ▼3/13 東海 ＦＣＳ再発防止講演会(茨城新聞・専務取締役) 

▼3/20 東海 安全協定勉強会▽安全協定勉強会(定期異動時) 
新規入所管理職者への説明 

▼1/16，24，2/21，3/14 東海 計 6 回実施 
▼1/24 敦賀 計 2 回実施 
      ▼3/28 本店 計 2 回実施 

経営層/社員の意見交換会(年間 15～20 回程度) 

モーニングミーティングへの東海事務所，敦賀地区本部(所内会議)の参加 

▼1/5～2/1 東二協力会社への定検中の事象説明 
         ▼4/5，6 東二定検キャラバン 
         ▼4/10～24 東二定検説明会 
          ▼4/18 各社所長との意見交換会 
          ▼4/27 東二協力会社への定検中の事象説明 
 

▼2/2 敦１定検所長懇談会 
  ▼2/7 敦１定検作業責任者説明会，定検前懇談会 

           ▼敦１現地事業者監査 
                   ▽敦１定検後所長懇談会 

事例教育の実施 

既存品証コースの補強内容等検討 

テキスト作成・レビュー・修正 
▽敦賀 品質保証コース▽東海 品質保証コース 

教育効果の評価・改善検討 

年度毎の教育訓練計画に取入れ 

内部監査員養成コースの内容検討，開設準備 

▽内部監査員養成コース 
▽内部監査員養成コース 

研修コース開設 

年度毎の教育訓練計画に取入れ 

⇒ 継続 

⇒ 継続 

⇒ 継続 

⇒ 継続 

⇒ 継続 

⇒ 継続 

⇒ 継続 
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平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 

実施項目 再発防止対策 アクションプラン 
実施 
箇所 

～平成 18 年 12 月 １ ２ ３ 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 月～3 月 

⑬不適合管理の徹底、不適合管理票のデータベース化（充実） 

不適合処理状況の確認と不

適合管理の適切性について

指導・助言を行うため、発電

所幹部を中心とした検討会

を開催するとともに、不適合

管理の情報共有化を容易に

するためにデータベース化

を進める。 

1)「所内不適合処理状況検討会」を原則として

1 回／月開催し、不適合処理情報の社内共有化

と、不適合管理の更なる適正化を図る。本検討

会において、発電所幹部が不適合処理状況を適

宜確認し、その原因、是正処置等の情報共有化

を行うとともに、是正措置の過不足や類似案件

に対する不適合管理票の発行要否等について

指導・助言を行い、発電所内での不適合管理の

整合、適正化を図る。また、不適合事象等の対

外報告の確認強化のため、本検討会の場で確認

を行うように、本検討会の運営手引書に反映す

る。 

①新たに「所内不適合処理状況検討会」を設置

し、運用方法等を QMS 規程に定める。 
 
 
 
 
 
 
②不適合に係る対外報告確認の強化 

発電所 

 
 
▼11/24 不適合管理要項の改正 
▼11/24 決裁，11/24 施行 東海

運営手引書の制定、検討会

(11/27，12/19) 
▼11/24 決裁，11/24 施行 敦賀

運営手引書の制定、検討会

(11/28，30，12/20) 
 

                

 
2)各発電所にて現在作成している不適合管理

票一覧表（データベース）を利用して全社共通

データベースを構築し、全社、室Ｇｒ間での情

報共有化を容易にすると共に、データベースか

ら典型的なものをピックアップして事例集を

作成し、不適合管理票の適切な発行と管理、東

海第二発電所、敦賀発電所の運用の整合を図

る。 

①不適合管理票のデータベース化 

発管室

発電所 

▼11 月～12 月現状調査・原案

作成 
▼12/26 品証検討会で東西すり

合わせ 
 
 
 
 
 
 

                

 
3)微少な一次冷却材漏えいや、不適合事象が確

認された場合、それらの事象を運転日誌に記載

するように、運転日誌の作成マニュアルの見直

しを行う。 

①運転日誌作成マニュアルの見直し 

発電所 

 
                

 
4)ＱＭＳ導入以前の不適切な取扱いが発見さ

れた場合に、現在の QMS 上で改善の観点から

処置できるように、不適合管理要項の是正処

置、予防処置の項目等を見直し、ルール化を行

う。 

①ＱＭＳ導入以前の不適切な取扱いに対する是

正処置・予防処置のルール化 
発管室

発電所 

 
                

 
  

 
 
 

 

 
                

⑭設計データ，保全データの電算化推進（継続） 

設計データと保全データを

含む図書の電子情報化を行

い、検索システム上で呼び出

せるようなデータベースを

構築する。 

1)保守管理に必要な設計データを含む図書（機

器仕様書，計器仕様書など）を選定し電子情報

化を行い，設計図書等の最新情報を検索システ

ム上で呼び出せるようなデータベースを構築

していく。 

①基本システム、データベース化する図書の範

囲、データベースの形態、全体スケジュール等

の検討 発管室

発電所 

▼9 月～11 月事前調査 
▼11 月基本計画骨子作成 
▼12 月～社内調整 

                

 
2)システム設計も同上 ①検索プログラムの設計及び作成 

発管室

発電所 

 
 
 
 
 

                

 
3)保守管理に必要な保全データ（計器校正記

録，工事記録，官庁検査記録等）を選定して電

子情報化を行い，保全記録を検索システム上で

呼出せるようなデータベースを構築していく。 

①設計図書、保全データを重要度、使用頻度等

を考慮して、段階的にデータベース化 発管室

発電所 

 
 
 

                

⑮設計管理能力、保守管理能力の向上（継続） 

現場技術系社員に対して本

事象の事例教育を行うとと

もに、安全解析等に関する基

本設計教育を行う。 

1)ＦＣＳ流量不足に対する原因・対策、及び計

器総点検から抽出された不適合原因・対策の事

例教育を行う。 

①事例教育を短期的に実施（H18 下期中に対象

者全員）平成 19 年度以降は基本設計教育に取込

んで実施 発電所 

▼11/15，16，17 東海事例教育

実施 
▼12/26 敦賀事例教育実施 
 
 

                

 
▼東海 1/19，2/22，3/16 
 
 
▼敦賀 1/23，2/21，3/27 

原則 1 回/月 

設計・製作 発電所と原案の意見交換 
 ▼1/17 敦賀 
 ▼1/19 東海 

運用方法検討 発電所と運用改良についての意見交換 
▼2/16 東海 
▼2/26 敦賀 

事例集の収集，作成 

▼5/2 運用開始 

ルール化  
規程化 
             導入 

ルール化  
規程化 
             導入 

⇒ 継続 

⇒ 継続 

⇒ 継続 

運用(更なる改良を含む) 
⇒ 継続 

ルール化  
規程化 
             導入 

発注仕様書案等で社内調整 

計器仕様表・校正記録データベース運用開始▽ 

システム設計 

平成 21 年 3 月運用目標 

▼～3/30 東海実施 
▼1/9，10，11，15 敦賀実施 

⇒ 継続 

⇒ 継続 

2
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平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 

実施項目 再発防止対策 アクションプラン 
実施 
箇所 

～平成 18 年 12 月 １ ２ ３ 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 月～3 月 

 
2)安全解析と定期事業者検査の関係、安全解析

と設定値・警報値等の関係、許認可と設計検証

の関係等について教育を行う。 

①H19 年度中に実施、以降は転入者・新入者に

教育 

発電所 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                

⑯調達管理における技術評価、設計検証の徹底（継続） 

設備・機器の調達に当たっ

て、要求機能の明確化を図る

と共に、審査段階、試運転段

階の設計検証を確実に行っ

ていく。 

1)設備・機器の調達（取替、新設、改造）にお

ける個別仕様書の作成にあたり、ポンプ、制御

弁、電動機、計測器類の主要機器の要求仕様に

ついて標準的な記載例集の作成（計測器類であ

るなら、流体の種類、計測レンジ、信号の種類

等）を行い、仕様書作成の際の参考とすること

により、要求仕様の明確化及びその要求仕様の

検証を確実にする。 

①仕様書標準記載例の作成 

発管室 

▼11 月～12 月至近の仕様書事

例の調査，記載例作成機器リス

トアップ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                

 
2)設備重要度 A・B の設備・機器の調達（取替、

新設、改造）にあたり、要求機能及びその据付

後の検証方法等が発注時の要求事項に適切に

反映されるよう、工事技術検討会の検討・審議

基準の明確化を図る。 

①工事等に係る技術検討会の検討・審議基準の

明確化 

発電所 

▼12/22 敦賀 工技検の検討，審

議基準の明確化を保安運営委

員会審議 
 
 
 
 
 

                

 
3)設備重要度 A・B の設備・機器の設備変更、

仕様変更を伴う工事について、詳細な設計評価

事項に不足がないように「設備図書検討会」を

発足させ、工事担当室の他、機械・電気・制御・

品質保証等の各分野で豊富な知識・経験を有す

る者が検討会メンバーとなり、従前の類似設計

から得られた知識・経験から工事担当室に対し

指導・助言する。 

①設備図書検討会の発足 

発電所 

 
                

⑰定期事業者検査要領書の見直し（継続） 

設置許可の安全解析入力条

件と定期事業者検査要領書

の検査項目の比較を行い、必

要に応じ定期事業者検査項

目の取り込み要否を検討す

る。 

1)設置許可申請書の安全解析（添付書類十、運

転時の異常な過渡変化及び事故）の入力条件と

定期事業者検査要領書の検査項目の比較を行

う。 

①安全解析と定期事業者検査要領書の確認 

発電所 

▼10 月東二定検申請，11 月初

旬確認終了 
 
 
 

                

  
2)安全解析の入力条件であって、定期事業者検

査の検査項目になっていないパラメーターが

あった場合、定期事業者検査の検査項目への取

り込みの要否を検討し、必要なものは検査項目

に追加する。あわせて、検査項目の判定基準の

妥当性（設置許可より非安全側になっていない

か）を確認する。 

①定期事業者検査要領書の見直し 

発電所 

▼10 月～12 月定期事業者検査

要領書反映，３件改正検査終了 
10/13 制定｢ＦＣＳ機能検査｣ 
11/16 制定｢主要制御系機能検

査｣ 
12/12 改正｢プロセスモニタ機

能検査｣ 

                

基本設計教育①教育資料作成(材料収集) 
▽骨子確認▽最終確認 

基本設計教育①安全解析条件，警報設定値等含め実施；東海 

基本設計教育②教育資料作成 ▽骨子確認▽最終確認

敦 2 安全解析条件と定事検関係整理 
 
敦 1，敦 2 安全解析条件，警報設定値関係整理 
 
その他教育資料作成 

基本設計教育②

標準記載例のサンプル作成，発電所コメント依頼実施

仕様書標準記載例作成 

▼1/26 敦賀｢工技検手引書｣施行 
  ▼2/15 敦賀｢工事計画検討書作成基準｣施行 
   ▼2/23 東海｢工技検手引書｣｢工事計画検討書作成基準｣改正(保安運営委員会審議) 
     ▼3/19 東海｢工技検手引書｣｢工事計画検討書作成基準｣施行 

実運用開始 

▼1/22 敦賀｢設備図書検討会運営手引書｣制定 
 ▼1/26 敦賀｢設備図書検討会運営手引書｣施行 
    ▼2/23 東海｢設備図書検討会運営手引書｣制定 
       ▼3/30 東海｢設備図書検討会運営手引書｣施行 

実運用開始 

▼敦１定検申請 ▽敦２定検申請

敦２ 安全解析と定期事業者検査要領書確認 

敦１定期事業者検査要領書見直し 

敦２期事業者検査要領書見直し 

発電所検討 

サンプルコメント反映 

発電所再検討 

コメント反映 

発電所周知 

記載例集の運用
⇒ 継続 

⇒ 継続 

⇒ 継続 

安全解析と定期事業者検査要領書確認 
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平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 

実施項目 再発防止対策 アクションプラン 
実施 
箇所 

～平成 18 年 12 月 １ ２ ３ 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 月～3 月 

⑱計器取替時の新仕様妥当性確認手順のルール化（継続） 

計器取替時の設計仕様と新

しい計器の仕様比較を確実

に行うルールを定める。 

1)計器の仕様が変更となる場合や入力基準値

見直し時に新仕様と旧仕様の比較及び新仕様

と旧仕様の決定根拠の確認、相違点の妥当性確

認を確実に実施するように、「計器仕様等管理

取扱書」を制定する。 

①｢計器仕様等管理取扱書｣の制定 

発管室 
発電所 

▼11/10 東二計器仕様等管理取

扱書｣制定 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                

⑲内部監査の検証と改善（継続） 

再発防止対策の実施状況に

ついて,内部監査を行うとと

もに「内部監査活動に対する

監査」による監査方法の改善

を行っていく。 

1)内部監査部門は、再発防止対策に関する業務

プロセスレビュー等について、レビュー・検

証・妥当性確認のプロセスが、適切に実施され

ていることを監査する。 

①再発防止対策の実施状況に対する内部監査 

考査・ 
品質 

監査室 

 
 
 
 
 
 
 
 

                

 
2)平成 17 年度より開始した「内部監査活動に

対する監査」を引き続き実施し、毎回異なった

室、発電所から監査チームを構成することによ

り、異なった視点から「内部監査活動に対する

監査」を行うこととし、内部監査がより深く現

場の業務プロセスの問題点を導き出すものに

なるよう、継続的に検証し改善をはかる。 

①内部監査活動に対する監査 

考査・ 
品質 

監査室 

▼10 月～3 月内部監査に対す

る監査 
▼10/2 監査実施責任者等選任

依頼(廃止措置プロジェクト推

進室) 
▼10/13 選任依頼報告 
▼11/21 実施計画書策定 
▼12/15 実査 
 
 

                

東二取扱書運用開始 
東二ＣＡＭＳ装置取替工事にてＩＤＳ照合確認 

▼3/30 東二手引書制定(取扱書廃止) 

敦賀手引書検討 

▼2/15 敦賀手引書施行 

手引書運用

手引書運用 

業務プロセスレビュー実施

▼4/6 実施計画書策定 

内部監査 
▽実査  ▽社長報告 

内部監査に対する監査

▽実施計画書策定 
社長報告▽ 

内部監査に対する監査 

▼社長報告 

⇒ 継続 

⇒ 継続 

⇒ 継続 
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平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 

実施項目 再発防止対策 アクションプラン 
実施 
箇所 

～平成 18 年 12 月 １ ２ ３ 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 月～12 月 

●行政処分及び指示に係る新規項目 

⑳保安規定の変更及び変更に伴う社内規程等の整備（新規） 

経営者責任の関与 
 

1)経営責任者による安全確保に対する関与を

強めるように，その際，経営責任者に報告すべ

き事項を具体的に記載するように，保安規定を

変更する。 

①経営責任者による安全確保に対する関与を強

めるように，保安規定を変更 
②経営責任者に報告すべき事項を記載するよう

に，保安規定を変更 
③保安規定の変更内容を社内関連規程類に反映 社長室 

企画室 
総務室 
発管室 
発電所 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                

原子炉主任技術者の位置付

け 
 

2)原子炉主任技術者の独立性を高めるととも

に，経営責任者に直接報告できるように，また，

原子炉主任技術者の業務が著しく過大となり，

保安の監督がおろそかとならないように，保安

規定を変更する。 

①原子炉主任技術者の独立性を高めるとともに

保安規定を変更 
②原子炉主任技術者の業務が著しく過大とな

り，保安の監督がおろそかとならないように，

保安規定を変更 
③保安規定の変更内容を社内関連規程類に反映 社長室 

企画室 
総務室 
発管室 
発電所 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                

計器校正の確認 3)定例試験前に，当該試験に必要となるパラメ

ーターに係る計器が正しい校正に基づいて設

定されていることを原子炉主任技術者が確認

するように，保安規定を変更する。 

①定例試験前に，当該試験に必要となるパラメ

ーターに係る計器が正しい校正に基づいて設定

されていることを原子炉主任技術者が確認する

ように，保安規定を変更 
②保安規定の変更内容を社内関連規程類に反映 

発管室 
発電所 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                

運転上の制限からの逸脱時

又は技術基準への不適合発

生時における経営責任者へ

の報告 

4)運転上の制限からの逸脱時又は安全上重要

な機器等に係る技術基準への不適合が生じた

ときには，原子炉主任技術者が自らの責任にお

いて経営責任者に対し正確な情報に基づく報

告を行うように，保安規定を変更する。 

①運転上の制限からの逸脱時又は安全上重要な

機器等に係る技術基準への不適合が生じたとき

には，原子炉主任技術者が自らの責任において

経営責任者に対し正確な情報に基づく報告を行

うように，保安規定を変更する。 
②保安規定の変更内容を社内関連規程類に反映 発管室 

発電所 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                

保安規定変更内容検討 
▽7 月東海第二，敦賀発電所原子炉施設保安規定変更認可申請 
   ▽8 月東海第二，敦賀発電所原子炉施設保安規定施行 

保安規定運用 

▽8 月社内関連規程類施行 
社内関連規程類整備 

社内関連規程類運用 

▼4/27 保安規定変更検討ＷＧ設置 
▼4/27，5/2，7，9，14，16 保安規定変更検討ＷＧ開催

保安規定変更内容検討 

▽7 月東海第二，敦賀発電所原子炉施設保安規定変更認可申請 
   ▽8 月東海第二，敦賀発電所原子炉施設保安規定施行 

保安規定運用 

▽8 月社内関連規程類施行 社内関連規程類整備 

社内関連規程類運用 

▼4/27 保安規定変更検討ＷＧ設置 
▼4/27，5/2，7，9，14，16 保安規定変更検討ＷＧ開催 

人事面の検討 

保安規定変更内容検討 
▽7 月東海第二，敦賀発電所原子炉施設保安規定変更認可申請 
   ▽8 月東海第二，敦賀発電所原子炉施設保安規定施行 

保安規定運用 

▽8 月社内関連規程類施行 
社内関連規程類整備 

社内関連規程類運用 

▼4/27 保安規定変更検討ＷＧ設置 
▼4/27，5/2，7，9，14，16 保安規定変更検討ＷＧ開催 

保安規定変更内容検討 
▽7 月東海第二，敦賀発電所原子炉施設保安規定変更認可申請 
   ▽8 月東海第二，敦賀発電所原子炉施設保安規定施行 

保安規定運用 
▽8 月社内関連規程類施行 

社内関連規程類整備 

社内関連規程類運用 

▼4/27 保安規定変更検討ＷＧ設置 
▼4/27，5/2，7，9，14，16 保安規定変更検討ＷＧ開催

⇒ 継続 

⇒ 継続 

⇒ 継続 

⇒ 継続 

⇒ 継続 

⇒ 継続 

⇒ 継続 
⇒ 継続 

▽省令改正    ▽省令改正 

2
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平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 

実施項目 再発防止対策 アクションプラン 
実施 
箇所 

～平成 18 年 12 月 １ ２ ３ 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 月～12 月 

保修工事に係る記録 5)作成して保存すべき記録の対象に，安全上重

要な機器等の保修工事に係る記録を追加する

とともに，その記録すべき内容に法令に基づい

て講じた手続きの有無とその内容が含まれる

ように，保安規定を変更する。 

①作成して保存すべき記録の対象に，安全上重

要な機器等の保修工事に係る記録を追加すると

ともに，その記録すべき内容に法令に基づいて

講じた手続きの有無とその内容が含まれるよう

に，保安規定を変更 
②保安規定の変更内容を社内関連規程類に反映 発管室 

発電所 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                

巡視点検の充実 6)巡視点検の対象に原子炉格納容器内を含め

た高線量区域を追加するとともに，作成して保

存すべき記録の対象に当該点検結果を追加す

るように，高線量区域の巡視又は巡視に替えて

行う遠隔監視の適切な頻度を定めるように，保

安規定を変更する。 

①巡視点検の対象に原子炉格納容器内を含めた

高線量区域を追加するように，保安規定を変更 
②作成して保存すべき記録の対象に当該点検結

果を追加するように，保安規定を変更 
③高線量区域の巡視又は巡視に替えて行う遠隔

監視の適切な頻度を定めるように，保安規定を

変更 
④保安規定の変更内容を社内関連規程類に反映 

発管室 
発電所 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                

その他（他社変更命令） 
・想定外の制御棒引き抜けの

扱い 
 
 
 
 

 
1)想定外に制御棒が引き抜けた場合が異常発

生時に該当するように，異常発生時には，原子

炉主任技術者が自らの責任において経営責任

者に対し正確な情報に基づく報告を行うよう

に，保安規定を変更する。 
 
 

 
①想定外に制御棒が引き抜けた場合が異常発生

時に該当するように，保安規定を変更 
②異常発生時には，原子炉主任技術者が自らの

責任において経営責任者に対し正確な情報に基

づく報告を行うように，保安規定を変更 
③保安規定の変更内容を社内関連規程類に反映 
 発管室 

発電所 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                

・作業手順書の適切な作成と

これに遵守した保安活動 
 
 
 
 
 
 
 

2)原子炉施設の運転管理に係る作業手順書等

が適切なものであることを発電長や関係室長

が確認し，これらに基づいて作業を実施するこ

と，関係室長及び保守点検に係る関係協力企業

事業員が，それぞれの役割分担の下において，

安全確保のための業務が確実に遂行できるよ

うに，保安規定を変更する。 

①原子炉施設の運転管理に係る作業手順書等が

適切なものであることを発電長や関係室長が確

認し，これらに基づいて作業を実施すること，

関係室長及び保守点検に係る関係協力企業事業

員が，それぞれの役割分担の下において，安全

確保のための業務が確実に遂行できるように，

保安規定を変更する。 
②保安規定の変更内容を社内関連規程類に反映 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                

・アラームタイパーの記録 

保存 
3)作成して保存すべき記録の対象に，警報等印

字記録（アラームタイパー）を追加するように，

作成して保存すべき記録の対象に，保安規定を

変更する。 

①作成して保存すべき記録の対象に，警報等印

字記録（アラームタイパー）を追加するように，

保安規定を変更 
②保安規定の変更内容を社内関連規程類に反映 
 
 

発管室 
発電所 

 
                 

保安規定変更内容検討 
▽7 月東海第二，敦賀発電所原子炉施設保安規定変更認可申請 
   ▽8 月東海第二，敦賀発電所原子炉施設保安規定施行 

保安規定運用 

▽8 月社内関連規程類施行 社内関連規程類整備 

社内関連規程類運用 

▼4/27 保安規定変更検討ＷＧ設置 
▼4/27，5/2，7，9，14，16 保安規定変更検討ＷＧ開催

⇒ 継続 

⇒ 継続 

保安規定変更内容検討 
▽7 月東海第二，敦賀発電所原子炉施設保安規定変更認可申請 
   ▽8 月東海第二，敦賀発電所原子炉施設保安規定施行 

保安規定運用 

▽8 月社内関連規程類施行 
社内関連規程類整備 

社内関連規程類運用 

▼4/27 保安規定変更検討ＷＧ設置 
▼4/27，5/2，7，9，14，16 保安規定変更検討ＷＧ開催

⇒ 継続 

⇒ 継続 

保安規定変更内容検討 
▽7 月東海第二，敦賀発電所原子炉施設保安規定変更認可申請 
   ▽8 月東海第二，敦賀発電所原子炉施設保安規定施行 

保安規定運用 

▽8 月社内関連規程類施行 社内関連規程類整備 

社内関連規程類運用 

▼4/27 保安規定変更検討ＷＧ設置 
▼4/27，5/2，7，9，14，16 保安規定変更検討ＷＧ開催 

⇒ 継続 

⇒ 継続 

保安規定変更内容検討 
▽9 月東海第二，敦賀発電所原子炉施設保安規定変更認可申請 

     ▽10 月東海第二，敦賀発電所原子炉施設保安規定施行 

保安規定運用 

▽10 月社内関連規程類施行 
社内関連規程類整備 

社内関連規程類運用 

▼4/27 保安規定変更検討ＷＧ設置 
▼4/27，5/2，7，9，14，16 保安規定変更検討ＷＧ開催 

⇒ 継続 

⇒ 継続 
省令改正後に改正 

2
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平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 

実施項目 再発防止対策 アクションプラン 
実施 
箇所 

～平成 18 年 12 月 １ ２ ３ 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 月～12 月 

○21定期検査時の特別な検査対応及び特別原子力施設監督官対応（新規） 

 
･特別な検査対応 
 
･特別原子力施設監督官対応 

 
1)定期検査時の特別な検査対応の実施 
 
 
2)特別原子力施設監督官対応の実施 

 
①敦賀１号機、２号機、東海第二発電所の定期

検査において特別な検査を受検 
 
②特別原子力施設監督官による特別な保安検査

の受検等 
 
 
 

発管室 
発電所 

 
 
 
 
 
 
 
 

                

○22原子力施設へのフリーアクセスの導入協力（新規） 

 
原子力施設へのフリーアク

セスの導入協力 

 
1)電力共通で実施している原子炉施設へのフ

リーアクセス（エスコートフリー）先行試行プ

ラントの結果を踏まえ、速やかに準備を行い、

準備が整い次第開始する。 

 
①エスコートフリーの準備・ルール化 
 
 
 
 

発管室 
発電所 

 
 
 
 
 
 

                

○23原子力発電施設の保安検査結果の公開対応（新規） 

 
保安検査結果に合わせた発

電所トラブル状況、安全確保

等への取り組み状況公表 

 
1)保安検査結果の公表にあわせた発電所トラ

ブル状況、安全確保、安全向上に対する取り組

み状況等の公表を、発電所毎の状況を踏まえ、

適切に対応していく。 

 
①公表方法、時期等の検討、運用開始 
 
 発電所 

広報室 
発管室 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                

○24ニューシア対象範囲拡大及び活用推進（新規） 
 
ニューシア対象範囲拡大及

び活用推進 

 
1)軽微な事象についても積極的に登録できる

ようにニューシア登録基準の明確化を図る。 
 
 
2)制御棒の誤引抜き等の事象に鑑み、操作ミ

ス、手順書作成ミスなどソフト面の不適合が取

り上げられるようニューシア登録基準を見直

して、事象の登録対象範囲の拡大を図る。 
 

 
①ニューシア登録基準の明確化 
 
 
 
②ニューシア登録基準の対象範囲拡大及び日本

原子力技術協会との連携を通した情報共有・情

報活用の推進 
 
 

発管室 
発電所 

 
                

○25ＢＷＲ事業者協議会/ＰＷＲ事業者連絡会による情報共有の推進（新規） 

 
ＢＷＲ事業者協議会，ＰＷＲ

事業者連絡会による電力と

メーカー間の情報共有の 

推進 

 
1)トラブル情報等の共有と水平展開方針(安全

性、信頼性を高める観点からの共通課題)の検

討 

 
①電力・メーカー間の情報共有、BWR メーカー

2 社間の技術的見解の共有、重要な事項は日本

版 SIL として発行、個別技術検討が必要な場合

はサブ WG、分科会を設置 
 
 

発管室 

▼2/15，4/17，6/15，7/12，8/9，
9/13，10/18，11/8，12/6 
トラブル情報・信頼性向上ＷＧ

(国内) 
▼5/18，7/11，9/12，11/14 
トラブル情報・信頼性向上ＷＧ

(国外) 
 
 

                

 

エスコートフリー運用 

▽6 月エスコートフリー施行開始 

 
公表方法、時期等検討

▼4/12～▽5/31 登録基準の明確化検討 

▼4/12～▽5/31 登録基準の対象範囲拡大検討 

▽6/1 新登録基準の運用開始 

情報共有・情報活用の推進 

 
▼5/8 運用開始指示 
 
エスコートフリー実施に向けた準備 

▼1/17▼2/15▼3/15▼4/12 国内 BWR 
 
▼1/18 国外ＢＷＲ 
 
      ▼3/20，26 志賀 1 号機関連 SubWG 
         ▼4/17，26 志賀 1 号機関連 SubWG 

⇒ 継続 

⇒ 継続 

⇒ 継続 

⇒ 継続 

▽保安検査 

敦１（第 31 回） 敦２（第 16 回） 

東海第二発電所 定検・特別な検査

▽保安検査 ▽保安検査 ▽保安検査 

⇒ 継続 

⇒ 継続 

運用開始 

敦賀発電所  定検・特別な検査 

東二（第 23 回）

2
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行動計画推進体制

発電設備に係る再発防止対策推進委員会

委　員　長：　常　務　取　締　役

委　員　会　（１４名）

副委員長：　総務室長

発電管理室長

委　　員：　社長室 安全担当

社長室副室長

考査・品質監査室長

企画室副室長

総務ＧＭ

発電管理室 室長代理

発電管理室 室長代理

　　　　　　発電管理室 調査役

発電管理室 品質保証ＴＬ

開発計画室 室長代理

　　　　　　東海第二発電所長

　　　　　　敦賀発電所長

　事 務 局：発電管理室、総務室

（再発防止対策推進・検証取りまとめ）

顧問会議

26



発電設備の点検結果に係る再発防止対策 新行動計画の検証
平成20年度

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月～3月

　

① 安全第一の再徹底
総務室
企画室

実績確認（業務実績等）,
⑧で確認

1/半期

② 経営層と社員との対話活動の継続，推進
総務室
企画室

対話後ｱﾝｹｰﾄの分析,実績
確認（回数,人数）,⑧で確認

1/半期

③
発電所幹部と発電所各室･グループとの対話活動等の推進
及び発電所における言い出す仕組みの徹底

社長室
総務室
発電所

実績確認(回数,人数,意見
反映状況）,⑧で確認

1/半期

④ 顧問会議による発電所運営のレビュー 総務室 実績確認 都度

⑤ 人的資源・業務の適正配分に関する評価・検証 社長室 業務量分析(時間外数等） 1/年

⑥ 労働安全衛生マネジメントシステムの導入促進，活用 社長室
労働安全衛生ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃ
ﾑ監査による確認

１/年

⑧ 安全意識調査の継続的な実施と評価・改善等 発管室
毎年実施のｱﾝｹｰﾄ分析,
e‐ﾗｰﾆﾝｸﾞ受講状況確認

都度

⑨ 発電所内の各室・グループの相互業務レビュー 発電所
実績確認（改善事例,不適合
事例の反映状況）

1/年

⑩ 通報連絡三原則の徹底（事例勉強会等） 発電所
対話後ｱﾝｹｰﾄの分析,実績
確認（回数,人数,連絡実績）

1/半期

⑪ 報告・連絡・相談の徹底（社内外） 発電所
実績確認（回数,人数,意見反
映状況確認）

1/半期

⑫
ＱＭＳ教育の充実・推進（不適合管理，記録管理，保守
管理，内部監査）

発管室
発電所 実績確認(回数,人数） 1/半期

⑬ 不適合管理の徹底、不適合管理票のデータベース化
発管室
発電所 実績確認（作業進捗状況） 1/半期

⑭ 設計データ，保全データの電算化推進
発管室
発電所 実績確認（作業進捗状況） 1/半期

⑮ 設計管理能力，保守管理能力の向上 発電所 実績確認（回数,人数） 1/半期

⑯ 調達管理における技術評価，設計検証の徹底
発管室
発電所

実績確認（作業進捗状況,
評価作業実績）

1/半期

⑰ 定期事業者検査要領書の見直し 発電所 実績確認（作業進捗状況） 1/半期

⑱ 計器取替時の新仕様妥当性確認手順のルール化
発管室
発電所 実績確認（作業進捗状況） 1/半期

⑲ 内部監査の検証と改善 考査・品質監査室 実績確認 1/年

⑳ 保安規定の変更及び変更に伴う社内規程等の整備
社長室,企画室
総務室,発管室

発電所
実績確認（作業進捗状況） 都度

21
定期検査時の特別な検査対応及び特別原子力施設監督官
対応

発管室
発電所

指摘事項等反映
実績確認

都度

22 原子力施設へのフリーアクセスの導入協力
発管室
発電所

実績確認
意見交換

都度

23 原子力発電施設の保安検査結果の公開対応
発電所,広報室

発電所 実績確認（実施状況） 1/半期

24 ニューシア対象範囲拡大及び活用推進
発管室
発電所 実績確認（登録件数等） 1/半期

25
BWR事業者協議会／PWR事業者連絡会による情報共有の
推進

発管室 実績確認（実施回数等） 1/半期

技術者倫理教育の速やかな実施等
社長室,総務室
発管室,発電所

マスタースケジュール

職
場
風
土
・
安
全
文
化
の
改
善

3月

平成19年度平成18年度

2月1月～平成18年12月

行
政
処
分
等
に
係
る
新
規
項
目

実施箇所 検証方法
検証
頻度

1/半期

Ｑ
Ｍ
Ｓ
の
改
善

企
業
倫
理
・
安
全
意
識
の
改
善

⑦

改善項目

教育後ｱﾝｹｰﾄの分析,
実績確認（回数,人数）

　　[凡例]　　　***       　：検証
　　　　　　                 ：実施工程　（黒塗りは実績）

▽定期異動

東二定検試運用 敦１定検試運用

ｱﾝｹｰﾄ調査（東海，敦賀）ｱﾝｹｰﾄ調査，評価，分析，活動見直し

企業倫理教育

内部監査内部監査に対する監査 内部監査に対する監査

計器仕様表・校正記録DB運用開始▽

研修コース開設

  不適合処理状況検討会（原則１回/月）等

システム設計

　基本設計教育

　仕様書標準記載例の作成／工事技術検討会の検討・審議基準の明確化／設備図書検討会設置

定事検査要領書見直し（東二／敦１／敦２）

▼調査・対策委員会(ＦＣＳ)
9/1，7，14，26，10/11，24，27

本格導入・検証・見直し

▼顧問会議 ▽顧問会議

対話活動の充実／通報三原則の徹底／協力会社とのコミュニケーションの充実

事例教育

保安検査

▼

敦１定検(第31回）

風土改善月間

敦２定検（第16回） 東二定検（第23回）

社長告示9/8 H19経営方針・業務方針作成 H20経営方針・業務方針作成

社長／社員又は経営層／社員の意見交換会（年間10回程度）

発電所幹部と所員との対話活動／室・ｸﾞﾙｰﾌﾟ懇談会（東海，敦賀）

▼要員計画作成 継続的評価・改善

相互業務ﾚﾋﾞｭｰ（H18下期分） 相互業務ﾚﾋﾞｭｰ（H19上期分）

安協勉強会（定期異動時）▽

事例教育

敦１定検（第32回）

敦２定検（第17回）調査・対策委員会
 1/18，3/2，13，20，28,4/4，26，5/8，11，17

顧問会議▼
　(ＦＣＳ)12/27

　顧問会議
3/16，19，20

▽顧問会議

不祥事防止研修

▼敦賀 細則制定

研修の実施

▼東二 細則制定

▼「安全第一」社長告示
***検証 ***検証

***検証 ***検証

***検証 ***検証

***検証

***検証 ***検証

***検証

***検証

***検証 ***検証

***検証 ***検証

***検証

▽申請
▽施行／社内関連規程施行

▽エスコートフリー導入

▽新登録基準運用開始

検討継続 （トラブル情報共有等）

保安検査 保安検査 保安検査 保安検査

▼5/16顧問会議

保安検査結果公開開始

業務ﾌﾟﾛｾｽﾚﾋﾞｭｰ▽ 業務ﾌﾟﾛｾｽﾚﾋﾞｭｰ▽ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾚﾋﾞｭｰ▽

▽申請

▽施行／社内関連規程施行

意見交換会／改善策，活動見直しの検討

▽顧問会議
▼▼▼▼

顧問会議▼ 顧問会議▼　▼

添付資料－３

27

敦賀発電所　定検・特別な検査 東海第二発電所　定検・特別な検査

敦１定検(第31回） 敦２定検（第16回）

敦賀発電所　定検・特別な検査 東海第二発電所　定検・特別な検査

東二定検（第23回）

再発防止対策推進委員会
▽ ▽

再発防止対策推進委員会
▽

再発防止対策推進委員会

保安検査 保安検査 保安検査 保安検査

4/4

▼




